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■ 取り組み体制
　当社グループでは、グループ3行およびグループ関連会
社、さらには外部専門家・外部機関との幅広いネットワーク
を活かしながら、事業性評価を実践することにより、お客さ
まの成長ステージ・経営課題・様々なニーズに応じた最適な
ソリューションを提供する体制を構築しています。

　また、地域金融機関に期待される役割をこれまで以上に
果たすべく、本部・営業店・グループ各社が一体となって、
当社グループが持つ知見やネットワークを外部機関などと
連携しながら活用する体制を構築しています。

　ゴールベース型営業実践の鍵となるのは担当者の思考・行
動です。今回、FFG営業担当者の提供価値を改めて定義し、
法人・個人それぞれの分野で目指す姿を明文化しました。10
年20年後を見据えた質の高いご提案は、商品・サービスを切
り口とした対話ではなく、お客さまの経営理念や、人生に対す
る考え方など、これまで以上に深い対話を通じて理解を深め
た結果生み出されるものです。担当者が「中長期目線で今お

客さまに必要なものは何か」「どうすれば地域がもっと良くな
るか」という角度で考え、能動的に行動できる体制や風土を
構築していきます。
　そうした営業人財の差別化こそが金融機関にとっては最大
の競争優位性であり、ブランド力の向上につながります。“お
客さまのお役に立てる”という手ごたえは、個人のやりがいに
留まらず、組織力の向上にもつながるものと考えています。

外部機関

持株会社
● お客さま窓口● ソリューション提供　● 自治体窓口　● 金融円滑化統括

地域共創部
ソリューション営業部
グローバルソリューション部

産業金融部
営業統括部

融資部
融資統括部

営業推進部
法人営業部

ソリューション営業部
融資部

営業推進部
ソリューション営業部

地域振興部
融資部

銀行本部 店舗

● 中小企業の経営支援
● 地域活性化

● 公的機関
　（中小機構・
　商工会議所等）
● 中小企業診断士
● 税理士
● 監査法人
● 地域経済活性化
　支援機構
● 中小企業
　再生支援協議会
● 地域ネットワーク
● ファンド　など

ふくおかフィナンシャルグループ

連携

グループ関連会社

・ FFGビジネスコンサルティング
・ FFG証券
・ ふくおか債権回収
・ FFGほけんサービス
・ FFGリース　　　　　  他

営業店

ローンセンター

法人ビジネスサポートセンター

FFGが考えるゴールベース型営業

ゴールベース型営業
お客さまをよく知ることを起点として、

中長期的なお客さまのゴールやニーズ、課題や不安を共有し、
その実現に必要なソリューションの継続的な提供を通じて実現に貢献

法人ビジネス
お客さまの事業課題をいっしょに解決する

“事業パートナー”となり、
本業支援を実践

個人ビジネス
お客さまの人生の課題解決や豊かな未来を
実現するための“人生の伴走者”となり、
 トータルライフコンサルティングを提供

財務 非財務 両面のサポート

お客さま
伴走する

SDGs達成

課題を解決する

対話を通じて
ゴールを共有する

現 状 持続可能な
ビジネスモデルの構築

メイン取引先の
増加

お客さまとの強固な
信頼関係を構築

あ
り
た
い
姿

（
ゴ
ー
ル
）

福岡銀行

8,452社

22,280億円

6,829先

80.7%

メイン取引先数<グループベース>（A）

メイン取引先の融資残高

Aのうち経営指標等が改善した先（B）

改善先の割合（B／A）

熊本銀行

2,670社

2,809億円

2,098先

78.5%

十八親和銀行

4,894社

8,460億円

3,874先

79.1%

（2023年3月末）

■ グループ総合力の発揮による多角的なサポート
　お客さまや地域社会の課題は、人手不足、デジタル化へ
の対応、後継者不足など多様化かつ複雑化しています。ま
た、サプライチェーン全体でSDGsへの対応が求められる
ようになっていることから、中小企業のお客さまにおいて
も、脱炭素をはじめとする環境対応などの自然資本、雇用
維持や従業員満足度等の社会・人的資本の取り組みへの
関心が高まっています。
　FFGでは、従来からご提供してきたM＆A・事業承継、ビジ

ネスマッチング等に加え、近年はSDGs支援、デジタル化支
援といった新たな分野へソリューションを拡げています。特
にニーズの高い機能や、規制緩和で可能になった業務を担
う戦略系子会社を新設するなど、事業領域を拡大していま
す。豊富なソリューション機能はFFGの強みです。今後はさ
らに外部とのアライアンスも進めながら専門性を向上させ、
グループ全体のソリューション力を引き上げていきます。

　基本方針に基づき、グループ一体となって最適なソリューションを提供することで、取引先企業の経営改善に向けた
取り組みを積極的にサポートしています。

■ メイン取引先の状況

戦略系子会社8社

サステナブルスケール
・SDGsの普及推進
・Sustainable Scale
 Index（SSI）評価

iBank
マーケティング
・デジタルマーケティング
・ブランディング

FFG Succession
・M＆Aアドバイザリー
・事業承継コンサルティング

サクセション

FFG成長投資
・投資業務

FFG証券
・証券業務

FFGリース
・リース業務

FFGビジネス
コンサルティング
（FFGBC）

・経営コンサルティング
・不動産ソリューション
・ビジネスマッチング・人材紹介 FFGベンチャー

ビジネスパートナーズ
（FVP）

・スタートアップ企業の
 投資･育成

〔法人債務者先数〕（3行合算）

23/3末22/3末21/3末

7.0万先 7.2万先 7.2万先

〔ビジネスマッチング成約件数〕

2022年度2021年度2020年度

1,391件

2,037件

2,893件

〔中小企業等貸出金残高〕
（3行合算） （3行合算）

23/3末22/3末21/3末

10.5兆円 10.9兆円 11.3兆円
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･当社グループのメイン取引先のうち7割以
上の取引先において、売上増加等経営指標
の改善が見られており、経営改善に伴う資
金需要等にも積極的に対応しています。
※メイン取引先
決算データが直近２期あり、当社グループ
行の融資残高が最も大きい法人取引先
グループ
※経営指標
売上高、営業利益率、従業員数、労働生産性
（従業員一人当たりの営業利益）

■2021.3末　■2022.3末　■2023.3末
（単位：億円）■ 経営指標等が改善した先（B）の融資残高

福岡銀行 熊本銀行 十八親和銀行

19,259
17,936 18,238 2,2742,265 2,203 7,377

6,775 6,720

担保・保証に過度に依存しない融資
　当社グループでは融資に際して、取引先企業の事業内容
等を分析したうえで、事業に必要な資金を融資しています。
その際、融資金の使途や返済原資等を総合的に勘案し、担
保や保証をご提供いただく場合もありますが、必ずしも融
資額相当の担保や保証をご提供いただいている訳ではご
ざいません。

　下図のとおり、地元中小企業に対する融資においても、担
保・保証の評価以上に融資を行い、与信残高に占める非保
全額は50％以上で推移しています。
　今後も取引先企業の事業内容や成長可能性を適切に評
価する「目利き力の更なる向上」に取り組むとともに、「担保・
保証に過度に依存しない融資」により一層努めていきます。

【福岡銀行】 【熊本銀行】 【十八親和銀行】

■地元中小企業融資先の非保全額・非保全率 与信残高 非保全額 （単位：億円）

非保全率（単位：％）

※地元：福岡銀行：九州全域／熊本銀行：熊本県／十八親和銀行：長崎県・佐賀県
※中小企業：地方公共団体・大企業・中堅企業を除く
※非保全額（率）：不動産等の担保・保証協会保証がおよんでいない融資額（非保全額が融資総額に占める割合）

2023.3末2022.3末2021.3末

36,559

19,980

35,923

19,675

54.8 54.7

35,262

19,236

54.6

2023.3末2022.3末2021.3末

5,732

2,982

5,892

3,182

52.0 54.0

5,821

2,956

50.8

2023.3末2022.3末2021.3末

9,841

5,439

9,884

5,448

55.3 55.1

10,140

5,677

56.0

ライフステージに応じたソリューションの提供
　当社グループは、お客さまの各ステージ（創業期、成長期、安定期、低迷期、再生期）におけるニーズや経営課題を解決し、
中長期的な成長を支援する最適なソリューションを提供しています。

【ライフステージ】

創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期

M&A
ファンドの活用

ビジネスマッチング
ファンドを活用した
創業・開業支援

事業再生支援
M&A・会社分割
事業承継支援

■ 成長期・安定期
　当社グループでは、お客さまの販路開拓支援等のためビ
ジネスマッチングや各種商談会を積極的に行っています。
海外進出や海外への販路拡大等については、福岡銀行の

海外駐在員事務所や外部提携機関と連携しサポートして
います。また、お客さまの事業規模拡大等の成長支援のた
め、M&A等のソリューションも提供しています。

・M&A支援先数は、お客さまからご相談をうけて事業譲受・譲渡が成約した先のみ計上しています。

先数

福岡銀行 十八親和銀行熊本銀行

2022年度

16社

2021年度

17社

2022年度

15社

2021年度

22社

2022年度

3社

2021年度

2社

■Ｍ&Ａ支援先数

■商談会・セミナー等開催実績

■ファンドを活用した創業・開業支援事例 

開業前 創業期

➡ 資金供給だけでなく、事業化支援プログラムや営業支援など、包括的な支援を提供

成長期

IPO

ふくおかフィナンシャルグループ
企業育成財団

九州オープン
イノベーションファンド

FFG ベンチャーファンド

FFG CVC ファンド

九州最大規模の
ベンチャー投資ファンド

FFGとのシナジー
創出を目指す

九州の大手
企業等が出資

大学発ベンチャーを中心に
研究開発助成金を拠出

～海外商談会・セミナー～
● 台湾ビジネスセミナー in 熊本
● 第13回「香港・華南地区 日系企業ビジネス交流会」

～国内主なセミナー～
● 新入社員研修会、新入社員フォローアップ研修会 
● 企業ブランディング取り組みの進め方 
● リーダーシップ・ベーシック 
● 実践！ 報告・連絡・相談セミナー
● 新入社員教育担当のための1Day準備講座

〈台湾ビジネスセミナー in 熊本〉

〈香港・華南地区 日系企業ビジネス交流会〉

■ 創業期
　当社グループでは、開業前から成長期にかけて、ファンドを活用した安定的な資金供給や、事業化支援プログラムの提供、
営業支援など、さまざまな創業・開業支援を行っております。



金融仲介機能の発揮に向けた取り組み

9

金
融
仲
介
機
能
の
発
揮
に
向
け
た
取
り
組
み

･当社グループのメイン取引先のうち7割以
上の取引先において、売上増加等経営指標
の改善が見られており、経営改善に伴う資
金需要等にも積極的に対応しています。
※メイン取引先
決算データが直近２期あり、当社グループ
行の融資残高が最も大きい法人取引先
グループ
※経営指標
売上高、営業利益率、従業員数、労働生産性
（従業員一人当たりの営業利益）

■2021.3末　■2022.3末　■2023.3末
（単位：億円）■ 経営指標等が改善した先（B）の融資残高

福岡銀行 熊本銀行 十八親和銀行

19,259
17,936 18,238 2,2742,265 2,203 7,377

6,775 6,720

担保・保証に過度に依存しない融資
　当社グループでは融資に際して、取引先企業の事業内容
等を分析したうえで、事業に必要な資金を融資しています。
その際、融資金の使途や返済原資等を総合的に勘案し、担
保や保証をご提供いただく場合もありますが、必ずしも融
資額相当の担保や保証をご提供いただいている訳ではご
ざいません。

　下図のとおり、地元中小企業に対する融資においても、担
保・保証の評価以上に融資を行い、与信残高に占める非保
全額は50％以上で推移しています。
　今後も取引先企業の事業内容や成長可能性を適切に評
価する「目利き力の更なる向上」に取り組むとともに、「担保・
保証に過度に依存しない融資」により一層努めていきます。

【福岡銀行】 【熊本銀行】 【十八親和銀行】

■地元中小企業融資先の非保全額・非保全率 与信残高 非保全額 （単位：億円）

非保全率（単位：％）

※地元：福岡銀行：九州全域／熊本銀行：熊本県／十八親和銀行：長崎県・佐賀県
※中小企業：地方公共団体・大企業・中堅企業を除く
※非保全額（率）：不動産等の担保・保証協会保証がおよんでいない融資額（非保全額が融資総額に占める割合）

2023.3末2022.3末2021.3末

36,559

19,980

35,923

19,675

54.8 54.7

35,262

19,236

54.6

2023.3末2022.3末2021.3末

5,732

2,982

5,892

3,182

52.0 54.0

5,821

2,956

50.8

2023.3末2022.3末2021.3末

9,841

5,439

9,884

5,448

55.3 55.1

10,140

5,677

56.0

ライフステージに応じたソリューションの提供
　当社グループは、お客さまの各ステージ（創業期、成長期、安定期、低迷期、再生期）におけるニーズや経営課題を解決し、
中長期的な成長を支援する最適なソリューションを提供しています。

【ライフステージ】

創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期

M&A
ファンドの活用

ビジネスマッチング
ファンドを活用した
創業・開業支援

事業再生支援
M&A・会社分割
事業承継支援

■ 成長期・安定期
　当社グループでは、お客さまの販路開拓支援等のためビ
ジネスマッチングや各種商談会を積極的に行っています。
海外進出や海外への販路拡大等については、福岡銀行の

海外駐在員事務所や外部提携機関と連携しサポートして
います。また、お客さまの事業規模拡大等の成長支援のた
め、M&A等のソリューションも提供しています。

・M&A支援先数は、お客さまからご相談をうけて事業譲受・譲渡が成約した先のみ計上しています。

先数

福岡銀行 十八親和銀行熊本銀行

2022年度

16社

2021年度

17社

2022年度

15社

2021年度

22社

2022年度

3社

2021年度

2社

■Ｍ&Ａ支援先数

■商談会・セミナー等開催実績

■ファンドを活用した創業・開業支援事例 

開業前 創業期

➡ 資金供給だけでなく、事業化支援プログラムや営業支援など、包括的な支援を提供

成長期

IPO

ふくおかフィナンシャルグループ
企業育成財団

九州オープン
イノベーションファンド

FFG ベンチャーファンド

FFG CVC ファンド

九州最大規模の
ベンチャー投資ファンド

FFGとのシナジー
創出を目指す

九州の大手
企業等が出資

大学発ベンチャーを中心に
研究開発助成金を拠出

～海外商談会・セミナー～
● 台湾ビジネスセミナー in 熊本
● 第13回「香港・華南地区 日系企業ビジネス交流会」

～国内主なセミナー～
● 新入社員研修会、新入社員フォローアップ研修会 
● 企業ブランディング取り組みの進め方 
● リーダーシップ・ベーシック 
● 実践！ 報告・連絡・相談セミナー
● 新入社員教育担当のための1Day準備講座

〈台湾ビジネスセミナー in 熊本〉

〈香港・華南地区 日系企業ビジネス交流会〉

■ 創業期
　当社グループでは、開業前から成長期にかけて、ファンドを活用した安定的な資金供給や、事業化支援プログラムの提供、
営業支援など、さまざまな創業・開業支援を行っております。
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■事業承継

事業再生支援の事例

後継者問題を抱える企業

資産の承継

経営の承継

●親族内承継

●役員・従業員への承継
●外部からの招聘

●M&A

サ
ポ
ー
ト事

業
承
継
先

決算書類、財務資料等に基づき、株
式の概算評価額を算定します。

株式の効果的な移転スキーム、企業
再編、従業員持株会、ＭＢＯ、事業承
継ファンドの活用等、お客さまの状況
に応じて、適切な事業承継プランの
提案を行います。

相続対策等について、適切な手法に
よる対策の提案を行います。

セミナーを通して事業承継のポイント
や関連情報等を提供します。

自社株
概算評価

事業承継
プランの提案

相続対策
の提案

事業承継
セミナーの実施

Ｆ
Ｆ
Ｇ
グ
ル
ー
プ
3
行

◇事業承継支援先数

福岡銀行

熊本銀行

十八親和銀行

事業承継相談件数
2022年度

611件

123件

458件

2021年度

322件

122件

214件

～DDSを活用した金融支援～

【バランスシートの変化】

本件経緯
●福岡銀行（メイン）主導による福岡県中小企業再生支援協議会と連携した
 A社に対する事業再生支援
●主要取引先B社からの再生支援があり、福岡県中小企業再生支援協議会の
 関与により作成された計画の蓋然性が高いことから以下の支援を実施
・取引行協調でのDDSによる支援
・DDS後の残債をリファイナンスし元金返済を猶予　・設備資金を融資

取り組み前 取り組み後

負債

DDS

負債
資産資産

実質債務超過実質
債務超過

※DDS…既存融資を劣後ローンに転換すること

A社

B社DDSによる金融支援　 設備資金融資

営業面・人材面の
支援

計画策定支援

福岡銀行・取引行

福岡県中小企業
再生支援協議会

●地域における雇用の確保
●主要取引先との関係継続による商流の維持
●DDSによる財務体質の改善、設備資金の融資による生産能力の向上等

支援による効果

■ 低迷期・再生期
　当社グループでは、事業再生・経営改善のための支援に
ついては、お客さまとの十分な話し合いを通じて営業店と
本部専門部署や外部専門家と密に連携を図りながら、課題
解決に向けた取り組みを行っています。財務面からの各種

サポートに加えて、事業面においても経営課題の発見から
改善策の策定・実施までのサポートを行っています。
　今後も、これまで蓄積してきたノウハウの活用や、新しい手
法を駆使し、財務・事業の両面からのサポートを目指します。

　近年、経営者の高齢化が進むなか、事業承継問題は企
業や地域社会にとって非常に重要な課題です。
　当社グループでは、事業承継の課題解決に向けた体
制を構築し、外部の専門家等とも連携しながら、各種事

業承継支援メニューを提供しています。後継者問題、自社
株対策、相続税対策等のお客さまのさまざまな悩みに、
税理士・公認会計士等の専門家やグループ関連会社と
連携してお応えします。

好調先 順調先 不調先
条件変更先総数

3,919社 26社 134社 3,759社

1,011社 18社 45社 948社

1,928社 13社 63社 1,852社

福岡銀行

十八親和銀行

熊本銀行

■融資条件を変更した先に係る経営改善計画の進捗状況 （2023年3月末）
・融資条件を変更した先のうち好調先、順調先は、経営
改善計画を策定し、計画を達成している先を計上して
います。
・不調先の中には、経営改善計画の策定に至っていない
取引先も多数含んでいますが、外部専門家紹介等、適
切な支援を提供しています。

※経営改善支援先：当社グループが主導して、経営改善計画策定や経営改善計画実現に向けた支援を行う先
　実抜計画認定先：当社グループが、経営改善計画を「実現可能性の高い抜本的な計画」と認定した先

◇経営改善支援先および実抜計画認定先の取り組み実績 （対象期間：2022年4月～2023年3月）

福岡銀行

39,978先

488先
（1.2%）

24先
（4.9%）

275先
（56.4%）

熊本銀行

12,650先

210先
（1.7%）

13先
（6.2%）

116先
（55.2%）

十八親和銀行

20,196先

361先
（1.8%）

27先
（7.5%）

177先
（49.0%）

期初債務者数

期末に債務者区分がランクアップした先数
（ランクアップ率）

再生計画を策定した先数
（再生計画策定率）

30,338

10,709

35.3％

1,481

5

新規融資件数

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資件数

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合

保証契約を解除した件数

ガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数

8,435

2,292

27.2％

477

3

14,332

4,847

33.8％

876

0

（単位：件）

※保証契約を変更した件数には、担保預金を考慮した結果、保証金額を減額した件数を計上しています。

◇「経営者保証に関するガイドライン」に係る取り組み状況 （対象期間：2022年4月～2023年3月）

　また、お客さまと保証契約を締結する場合、お客さまから既存の保証契約の見直し・事業承継のお申し入れがあった場合、
保証人である方が経営者保証に関するガイドライン研究会が定める「経営者保証に関するガイドライン」に則した保証債務の
整理を申し立てられた場合は、同ガイドラインおよび『事業承継時に焦点を当てた「経営者保証に関するガイドライン」の特則』
に基づき誠実に対応するよう努めていきます。
※ご相談に迅速かつきめ細かく対応するため、営業店および本部に「金融円滑化対応責任者」と「金融円滑化対応担当者」を設置し、実務対応の管理を行っています。

経営改善支援取り組み先等
（経営改善支援等取り組み率）

金融円滑化の取り組み

　当社グループは、業務の健全かつ適切な運営の確保に留意しつつ、中小企業者および住宅ローンをご利用のお客さまか
らご返済条件の変更等のお申込みなどがあった場合には、適時適切に対応していきます。
　特に、中小企業者のお客さまからの経営改善・事業再生に関するご相談をいただいた場合は、お客さまの事業についての
可能性やその他の状況を勘案しつつ、経営改善計画の策定支援ならびに進捗管理、助言を行うよう努めます。なお、他金融
機関、政府系金融機関、信用保証協会、中小企業活性化協議会など外部機関が関係している場合には、当該機関と緊密な
連携を図るように努めます。

福岡銀行 熊本銀行 十八親和銀行
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■事業承継

事業再生支援の事例

後継者問題を抱える企業

資産の承継

経営の承継

●親族内承継

●役員・従業員への承継
●外部からの招聘

●M&A

サ
ポ
ー
ト事

業
承
継
先

決算書類、財務資料等に基づき、株
式の概算評価額を算定します。

株式の効果的な移転スキーム、企業
再編、従業員持株会、ＭＢＯ、事業承
継ファンドの活用等、お客さまの状況
に応じて、適切な事業承継プランの
提案を行います。

相続対策等について、適切な手法に
よる対策の提案を行います。

セミナーを通して事業承継のポイント
や関連情報等を提供します。

自社株
概算評価

事業承継
プランの提案

相続対策
の提案

事業承継
セミナーの実施

Ｆ
Ｆ
Ｇ
グ
ル
ー
プ
3
行

◇事業承継支援先数

福岡銀行

熊本銀行

十八親和銀行

事業承継相談件数
2022年度

611件

123件

458件

2021年度

322件

122件

214件

～DDSを活用した金融支援～

【バランスシートの変化】

本件経緯
●福岡銀行（メイン）主導による福岡県中小企業再生支援協議会と連携した
 A社に対する事業再生支援
●主要取引先B社からの再生支援があり、福岡県中小企業再生支援協議会の
 関与により作成された計画の蓋然性が高いことから以下の支援を実施
・取引行協調でのDDSによる支援
・DDS後の残債をリファイナンスし元金返済を猶予　・設備資金を融資

取り組み前 取り組み後

負債

DDS

負債
資産資産

実質債務超過実質
債務超過

※DDS…既存融資を劣後ローンに転換すること

A社

B社DDSによる金融支援　 設備資金融資

営業面・人材面の
支援

計画策定支援

福岡銀行・取引行

福岡県中小企業
再生支援協議会

●地域における雇用の確保
●主要取引先との関係継続による商流の維持
●DDSによる財務体質の改善、設備資金の融資による生産能力の向上等

支援による効果

■ 低迷期・再生期
　当社グループでは、事業再生・経営改善のための支援に
ついては、お客さまとの十分な話し合いを通じて営業店と
本部専門部署や外部専門家と密に連携を図りながら、課題
解決に向けた取り組みを行っています。財務面からの各種

サポートに加えて、事業面においても経営課題の発見から
改善策の策定・実施までのサポートを行っています。
　今後も、これまで蓄積してきたノウハウの活用や、新しい手
法を駆使し、財務・事業の両面からのサポートを目指します。

　近年、経営者の高齢化が進むなか、事業承継問題は企
業や地域社会にとって非常に重要な課題です。
　当社グループでは、事業承継の課題解決に向けた体
制を構築し、外部の専門家等とも連携しながら、各種事

業承継支援メニューを提供しています。後継者問題、自社
株対策、相続税対策等のお客さまのさまざまな悩みに、
税理士・公認会計士等の専門家やグループ関連会社と
連携してお応えします。

好調先 順調先 不調先
条件変更先総数

3,919社 26社 134社 3,759社

1,011社 18社 45社 948社

1,928社 13社 63社 1,852社

福岡銀行

十八親和銀行

熊本銀行

■融資条件を変更した先に係る経営改善計画の進捗状況 （2023年3月末）
・融資条件を変更した先のうち好調先、順調先は、経営
改善計画を策定し、計画を達成している先を計上して
います。
・不調先の中には、経営改善計画の策定に至っていない
取引先も多数含んでいますが、外部専門家紹介等、適
切な支援を提供しています。

※経営改善支援先：当社グループが主導して、経営改善計画策定や経営改善計画実現に向けた支援を行う先
　実抜計画認定先：当社グループが、経営改善計画を「実現可能性の高い抜本的な計画」と認定した先

◇経営改善支援先および実抜計画認定先の取り組み実績 （対象期間：2022年4月～2023年3月）

福岡銀行

39,978先

488先
（1.2%）

24先
（4.9%）

275先
（56.4%）

熊本銀行

12,650先

210先
（1.7%）

13先
（6.2%）

116先
（55.2%）

十八親和銀行

20,196先

361先
（1.8%）

27先
（7.5%）

177先
（49.0%）

期初債務者数

期末に債務者区分がランクアップした先数
（ランクアップ率）

再生計画を策定した先数
（再生計画策定率）

30,338

10,709

35.3％

1,481

5

新規融資件数

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資件数

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合

保証契約を解除した件数

ガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数

8,435

2,292

27.2％

477

3

14,332

4,847

33.8％

876

0

（単位：件）

※保証契約を変更した件数には、担保預金を考慮した結果、保証金額を減額した件数を計上しています。

◇「経営者保証に関するガイドライン」に係る取り組み状況 （対象期間：2022年4月～2023年3月）

　また、お客さまと保証契約を締結する場合、お客さまから既存の保証契約の見直し・事業承継のお申し入れがあった場合、
保証人である方が経営者保証に関するガイドライン研究会が定める「経営者保証に関するガイドライン」に則した保証債務の
整理を申し立てられた場合は、同ガイドラインおよび『事業承継時に焦点を当てた「経営者保証に関するガイドライン」の特則』
に基づき誠実に対応するよう努めていきます。
※ご相談に迅速かつきめ細かく対応するため、営業店および本部に「金融円滑化対応責任者」と「金融円滑化対応担当者」を設置し、実務対応の管理を行っています。

経営改善支援取り組み先等
（経営改善支援等取り組み率）

金融円滑化の取り組み

　当社グループは、業務の健全かつ適切な運営の確保に留意しつつ、中小企業者および住宅ローンをご利用のお客さまか
らご返済条件の変更等のお申込みなどがあった場合には、適時適切に対応していきます。
　特に、中小企業者のお客さまからの経営改善・事業再生に関するご相談をいただいた場合は、お客さまの事業についての
可能性やその他の状況を勘案しつつ、経営改善計画の策定支援ならびに進捗管理、助言を行うよう努めます。なお、他金融
機関、政府系金融機関、信用保証協会、中小企業活性化協議会など外部機関が関係している場合には、当該機関と緊密な
連携を図るように努めます。

福岡銀行 熊本銀行 十八親和銀行
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※2022年4月～2022年9月に代表者が変更となり、保証契約の解除・締結などの手続きを2022年10月～2023年3月に実施した場合は、2022年4月～2022年9月の
　実績を修正するとともに、2022年10月～2023年3月の実績として計上しております。
※朱色下線が修正箇所です（左記に伴い、割合も修正しています）。

16,893

5,541

32.8％

新規融資件数 

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資件数※ 

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資割合

5,126

1,336

26.1％

8,306

2,837

34.2％

（単位：件）・新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の状況 （対象期間：2022年10月～2023年3月）

（単位：件）・事業承継時における保証徴求の状況 （対象期間：2022年10月～2023年3月）

5,535

5

1

0

新規に無保証で融資した件数 

停止条件つき保証契約を活用した件数 

解除条件つき保証契約を活用した件数 

ABLを活用した件数 

1,331

0

5

0

2,836

0

1

0

福岡銀行

新旧両経営者から保証徴求

旧経営者のみから保証徴求

新経営者のみから保証徴求

経営者からの保証徴求なし

熊本銀行

（単位：件）※内訳 

4

265

143

45

件数

0.9％

58.0％

31.3％

9.8％

割合

1

81

43

17

件数

0.7％

57.0％

30.3％

12.0％

割合

4

94

72

42

件数

1.9％

44.3％

34.0％

19.8％

割合

13,445

5,168

38.4％

新規融資件数 

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資件数※ 

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資割合

3,309

956

28.9％

6,026

2,010

33.4％

（単位：件）・新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の状況 （対象期間：2022年4月～2022年9月）

（単位：件）・事業承継時における保証徴求の状況 （対象期間：2022年4月～2022年9月）

5,160

6

2

0

新規に無保証で融資した件数 

停止条件つき保証契約を活用した件数 

解除条件つき保証契約を活用した件数 

ABLを活用した件数 

955

0

1

0

2,007

0

3

0

福岡銀行

新旧両経営者から保証徴求

旧経営者のみから保証徴求

新経営者のみから保証徴求

経営者からの保証徴求なし

熊本銀行

（単位：件）※内訳 

0.0％

60.4％

29.6％

10.0％

割合

0.0％

63.2％

28.6％

8.2％

割合

0.3％

49.5％

42.0％

8.1％

割合

ご参考

福岡銀行 熊本銀行 十八親和銀行

十八親和銀行

十八親和銀行

十八親和銀行

熊本銀行福岡銀行

0

296

145

49

件数

0

115

52

15

件数

1

152

129

25

件数

〈お客さま本位の業務運営取組状況（2022年度）　一部抜粋〉 下線を引いたものを本頁と次頁でご紹介しています

〈お客さま本位の業務運営に関する取組方針〉

〈独自KPI〉
■ ブランドブック・FC営業ガイドライン
■ 資産残高、積立投信
■ お客さまアンケート
■ 重要情報シート
■ FP1級・2級取得者数
■ 資産づくりの新たなサービス「投信のパレット」
■ 「投信のパレット」申込者・残高推移

①お客さまの最善の利益の追求
②お客さまに相応しい資産運用サービスの提供
③従業員に対する適切な動機づけの枠組み等
④重要な情報の分かりやすい提供、手数料等の明確化
⑤利益相反の適切な管理

〈共通KPI〉
■ 投資信託運用損益別顧客比率（共通KPI）
■ 投資信託残高上位20銘柄のコスト・リターン（共通KPI）
■ 投資信託残高上位20銘柄のリスク・リターン（共通KPI）
■ 外貨建て保険運用評価損益別顧客比率（共通KPI）
■ 外貨建保険残高上位20銘柄のコスト・リターン（共通KPI）
■ 外貨建保険残高上位20銘柄のリスク・リターン（共通KPI）

〈NPS®の算出方法〉

詳細はこちら

　当社グループでは、ブランドスローガン「あなたのいちばんに。」を
実現するため、お客さま一人ひとりに最適な商品・サービスをご提供
する「お客さま本位の業務運営」に従来から一貫して取り組んでいま
す。金融商品に係る業務運営においては、「お客さま本位の業務運営
に関する取組方針」を策定し、定期的に「お客さま本位の業務運営取
組状況」を公表しております。その中の一部を抜粋してご紹介します。

お客さま本位の業務運営に向けた取り組み

　当社グループでは、お客さまの声に真摯に耳を傾け、より良い
サービスのご提供・商品のご提案を行うために、資産運用のお取
引をいただいているお客さまへ、アンケート調査を実施しています。
また、NPS®（※）も活用し当社グループを選んでいただけるよう日々
業務改善に努めています。
　アンケート結果やお客さまからのご要望事項を真摯に受け止め、
業務内容・施策の見直しや改善につなげるとともに、直接お客さま
とお話をさせていただいた営業店に内容を伝えることで、より一層
のサービスの充実や従業員教育に取り組んでいきます。

注 ： 「NPS®」および「Net Promoter Score®」は、ベイン・アンド・カンパニー、フレッド・ライクヘルド、サトメトリックス・システムズの登録商標です。

お客さまの声の見える化

■ お客さまアンケートの実施

お客さまのご意見・ご要望 本部・営業店

アンケート収集・分析
（NPS®の活用）

営業店の担当者へ還元

お客さまへより良い
サービスのご提供

※NPS®（Net Promoter Score®）とは、お客さまが企業のブランド
や商品・担当者に高い関心を持ち、『知人や家族にどの位薦めた
いと思うか』を数字に表したものです。

ご家族や友人から相談を受けた場合、担当者を薦めたいと思いますか?
（10点満点）

0～6点
（薦めたいと思わない）

7～8点
（中立的）

9～10点
（薦めたい）

9～10点の割合 0～6点の割合 NPS®ー ＝

当社グループホームページ上で説明やデータについてご覧いただけます。
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※2022年4月～2022年9月に代表者が変更となり、保証契約の解除・締結などの手続きを2022年10月～2023年3月に実施した場合は、2022年4月～2022年9月の
　実績を修正するとともに、2022年10月～2023年3月の実績として計上しております。
※朱色下線が修正箇所です（左記に伴い、割合も修正しています）。

16,893

5,541

32.8％

新規融資件数 

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資件数※ 

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資割合

5,126

1,336

26.1％

8,306

2,837

34.2％

（単位：件）・新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の状況 （対象期間：2022年10月～2023年3月）

（単位：件）・事業承継時における保証徴求の状況 （対象期間：2022年10月～2023年3月）

5,535

5

1

0

新規に無保証で融資した件数 

停止条件つき保証契約を活用した件数 

解除条件つき保証契約を活用した件数 

ABLを活用した件数 

1,331

0

5

0

2,836

0

1

0

福岡銀行

新旧両経営者から保証徴求

旧経営者のみから保証徴求

新経営者のみから保証徴求

経営者からの保証徴求なし

熊本銀行

（単位：件）※内訳 

4

265

143

45

件数

0.9％

58.0％

31.3％

9.8％

割合

1

81

43

17

件数

0.7％

57.0％

30.3％

12.0％

割合

4

94

72

42

件数

1.9％

44.3％

34.0％

19.8％

割合

13,445

5,168

38.4％

新規融資件数 

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資件数※ 

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資割合

3,309

956

28.9％

6,026

2,010

33.4％

（単位：件）・新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の状況 （対象期間：2022年4月～2022年9月）

（単位：件）・事業承継時における保証徴求の状況 （対象期間：2022年4月～2022年9月）

5,160

6

2

0

新規に無保証で融資した件数 

停止条件つき保証契約を活用した件数 

解除条件つき保証契約を活用した件数 

ABLを活用した件数 

955

0

1

0

2,007

0

3

0

福岡銀行

新旧両経営者から保証徴求

旧経営者のみから保証徴求

新経営者のみから保証徴求

経営者からの保証徴求なし

熊本銀行

（単位：件）※内訳 

0.0％

60.4％

29.6％

10.0％

割合

0.0％

63.2％

28.6％

8.2％

割合

0.3％

49.5％

42.0％

8.1％

割合

ご参考

福岡銀行 熊本銀行 十八親和銀行

十八親和銀行

十八親和銀行

十八親和銀行

熊本銀行福岡銀行

0

296

145

49

件数

0

115

52

15

件数

1

152

129

25

件数

〈お客さま本位の業務運営取組状況（2022年度）　一部抜粋〉 下線を引いたものを本頁と次頁でご紹介しています

〈お客さま本位の業務運営に関する取組方針〉

〈独自KPI〉
■ ブランドブック・FC営業ガイドライン
■ 資産残高、積立投信
■ お客さまアンケート
■ 重要情報シート
■ FP1級・2級取得者数
■ 資産づくりの新たなサービス「投信のパレット」
■ 「投信のパレット」申込者・残高推移

①お客さまの最善の利益の追求
②お客さまに相応しい資産運用サービスの提供
③従業員に対する適切な動機づけの枠組み等
④重要な情報の分かりやすい提供、手数料等の明確化
⑤利益相反の適切な管理

〈共通KPI〉
■ 投資信託運用損益別顧客比率（共通KPI）
■ 投資信託残高上位20銘柄のコスト・リターン（共通KPI）
■ 投資信託残高上位20銘柄のリスク・リターン（共通KPI）
■ 外貨建て保険運用評価損益別顧客比率（共通KPI）
■ 外貨建保険残高上位20銘柄のコスト・リターン（共通KPI）
■ 外貨建保険残高上位20銘柄のリスク・リターン（共通KPI）

〈NPS®の算出方法〉

詳細はこちら

　当社グループでは、ブランドスローガン「あなたのいちばんに。」を
実現するため、お客さま一人ひとりに最適な商品・サービスをご提供
する「お客さま本位の業務運営」に従来から一貫して取り組んでいま
す。金融商品に係る業務運営においては、「お客さま本位の業務運営
に関する取組方針」を策定し、定期的に「お客さま本位の業務運営取
組状況」を公表しております。その中の一部を抜粋してご紹介します。

お客さま本位の業務運営に向けた取り組み

　当社グループでは、お客さまの声に真摯に耳を傾け、より良い
サービスのご提供・商品のご提案を行うために、資産運用のお取
引をいただいているお客さまへ、アンケート調査を実施しています。
また、NPS®（※）も活用し当社グループを選んでいただけるよう日々
業務改善に努めています。
　アンケート結果やお客さまからのご要望事項を真摯に受け止め、
業務内容・施策の見直しや改善につなげるとともに、直接お客さま
とお話をさせていただいた営業店に内容を伝えることで、より一層
のサービスの充実や従業員教育に取り組んでいきます。

注 ： 「NPS®」および「Net Promoter Score®」は、ベイン・アンド・カンパニー、フレッド・ライクヘルド、サトメトリックス・システムズの登録商標です。

お客さまの声の見える化

■ お客さまアンケートの実施

お客さまのご意見・ご要望 本部・営業店

アンケート収集・分析
（NPS®の活用）

営業店の担当者へ還元

お客さまへより良い
サービスのご提供

※NPS®（Net Promoter Score®）とは、お客さまが企業のブランド
や商品・担当者に高い関心を持ち、『知人や家族にどの位薦めた
いと思うか』を数字に表したものです。

ご家族や友人から相談を受けた場合、担当者を薦めたいと思いますか?
（10点満点）

0～6点
（薦めたいと思わない）

7～8点
（中立的）

9～10点
（薦めたい）

9～10点の割合 0～6点の割合 NPS®ー ＝

当社グループホームページ上で説明やデータについてご覧いただけます。
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お客さま本位の業務運営に向けた取り組み

　人生100年時代を見すえて、FFGが独自に開発した
「投資信託の評価・分析システム」を駆使し、資産形成から
資産運用、将来における資産の計画的な取り崩しまで、お
客さま一人ひとりに適した提案で、お客さまの大切な資産
の長期安定的な成長や延伸をサポートさせていただく
サービスです。

　FFG3行では、既にご加入中の複数の保障をまとめて可
視化してご説明する、「生命保険確認サービス」を2021年
10月に福岡銀行にて先行スタートし、2022年10月から
十八親和銀行、2022年11月から熊本銀行で開始いたし
ました。ご加入中の保障内容の説明に留まらず、将来的に
必要な保障や不足していると思われる保障など、お客さま
のニーズに応じてご提案しています。

〈投信のパレット〉 〈生命保険確認サービス〉

サービスの充実・従業員教育に向けた取り組み

　お客さまの状況に応じた最適な商品・サービスをご提供するために、金融サービスのプロとして必要な知識を習得し、実
務で活用できるよう、FP2級以上の資格取得を推進しています。

■ お客さまに相応しい資産運用サービス・保障サービスの提供
　お客さまとの対話を繰り返しながら、近い将来から数十年後のライフステージやライフイベントを見据えた真のニーズ・
解決すべき課題を共有したうえで、お客さまがお持ちの資産を目的に合わせて色分け（お金の色分け）します。
　「お金の色分け」の結果、「ためる・ふやす」役割の資産に対して、最適な資産運用サービスを最適なタイミングでご提供す
るとともに、提供後もライフステージを通じてフォローアップ・サポートし続けることで、大切な資産を守り、育て、お客さまの
豊かな未来を実現する“人生の伴走者”を目指します。

2021/3末

2,211

483

1,388

149

4,231

2022/3末

2,325

500

1,366

153

4,344

2023/3末

2,394

505

1,339

151

4,389

福岡銀行

熊本銀行

十八親和銀行

FFG証券

合　　計

■ FP1級・2級取得者数

■ 従業員の専門性向上

F FG（ふくおかフィナンシャルグループ）の考える地方創生とは

地域のNO.1金融グループとして、魅力ある地域を創造するために

地域の で連携し を行い

します。

に主体的に取り組んでいます。

「地域が抱える課題解決」
「地域経済の活性」

産学官金
「ビジネス機会」を創出

「事業提案」

事業提案 予算認定 事業化 自走化

オープンイノベーションの実現

地方創生プラットフォーム

課題解決 ビジネス創出

地域の課題

観光振興 高齢化対策 ヘルスケア スマートシティ まちづくり ICT化 雇用創出 公共施設
複合化

防災、害獣
対策他

産・官・学・金  連携FFGグループの総合力

自治体 地場企業 アライアンス
企業

大学

地域活性化に向けた取り組み

FFGの考える地方創生
　2021年度より、国は「まち・ひと・
しごと創生総合戦略」を抜本的に改
訂し「デジタル田園都市国家構想総
合戦略」を新たに策定しました。本戦
略に基づき、各地方自治体は、デジ
タルを活用した地域の課題解決に
向けた取り組みを推進しています。
　FFGでは、地域金融機関に期待
される役割をグループ一体となって
発揮していくため、サポート体制を
強化しています。魅力ある地域を創
造するため、地方自治体や地域の事
業者と連携しながら、「地域経済の
活性化」「地域の課題解決」に向けた
取り組みや持続可能なビジネス機
会の創出を支援しています。

■ 歴史的資源を活用した拠点づくり

　九州北部豪雨により、公共交通機関の運休や自然林の倒壊・社殿の破損等、大きな影響を受けた添田町では、町のシンボ
ルである日本三大霊山 英彦山の魅力を活かした観光振興の推進による移住人口・交流人口の増加を目指しています。その一
環として、観光庁事業を活用し、修験道体験ツアー（観光コンテンツの造成・人材育成）と宿坊の物件調査を実施しました。将
来的な宿坊を改修したビジネス化に向けて、参道沿いの観光交流拠点となる高付加価値ホテルの開業を目指します。

●添田町 英彦山　宿坊再生プロジェクト
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■ デジタルを活用した地域産品の販路開拓支援

　野生鳥獣による農林水産物被害が課題となっている福
岡県では、ジビエを地域資源と捉え、有効活用する取り組み
を推進しています。その取り組みの一環として、ジビエの消
費拡大・情報発信を目的に「ふくおかジビエ」の販路開拓と
プロモーション支援を実施しました。「ふくおかジビエフェ
ア」と題し、グルメイベントの開催およびジビエ認証店のお
得なお食事チケットをFFGのCFサイト「エンニチFUND-
ING」で販売する等、リアルとオンラインのハイブリッドで本
取り組みを支援しました。福岡県産ジビエの認知拡大を通
じて、害獣駆除と飲食店への売上貢献の好循環を生んだ
サステナブルな取り組みとなりました。

●福岡県産ジビエ消費拡大支援
　「おいしい南島原」をテーマに、南島原市の食・自然・歴
史・観光などの魅力の発信を目的とした「南島原市総合的
プロモーション推進事業」の一環として、長崎文化放送と
連携し、FFGのECサイト「エンニチ」内で、南島原市の特産
品の特集を開催しました。
　本特集では南島原の名産品の情報を発信し、コロナ禍
で現地に赴くことが難しい中でもお取り寄せができるよう
な企画として取り組みました。
　今回の事業をきっかけとし、各事業者によるSNSでの情
報発信やECサイトでの販路拡大への取り組みを、今後も
継続的に支援していきます。

●南島原の名産品販路拡大支援

　熊本市との「歴史まちづくりに関する連携協定」に基づく取り組みの一環として、早川倉庫（熊本市の新町・古町地区に明治
10年に建設された歴史的建造物）2階の一部をリノベーションして開始された、ワーキングスペース事業（早川倉庫
WORKINGSPACE 素心吟舎）に対し、金融面での支援を行いました。本施設は、今後の熊本を担う人々やベンチャー企業の
育成を行うことを目的とし、学生や若手経営者たちの学びの場として、また、ビジネスにもつながる拠点として活用される予定
です。

●熊本市古町 早川倉庫再生プロジェクト ■ 人材育成を目的とした文化芸術振興への取り組み

　福岡市が掲げるグローバル人材育成および文化芸術振興に寄与する取り組みの一環として、福岡銀行とFFG文化芸術財
団主催の小中学生参加型ミュージカル「WORLD MUSIC」をFFGホールにて開催しました。
　本イベントは、英語で歌やダンスをミュージカル形式で披露するものです。参加対象者は、福岡市近郊にお住まいの小学3
年生から中学3年生で、総勢120名程参加いただきました。参加した子どもたちは、4日間計18時間のレッスンを経て、大観衆
を前に成果を披露しました。今回の活動を通じて、子どもたちに文化芸術に触れる機会や英語で自己表現するすばらしさ、作
品を作り上げる上でのチームワークなどさまざまな体験による学びの機会を提供することができました。

●市民参加型ミュージカルの開催

●脱炭素を目指した土地区画整理事業

■ 持続可能なまちづくり

　人口減少、後継者不在の土地（農地や耕作放棄地）など、
市町村や地元住民・地権者が抱える地域社会の課題をま
ちづくりの観点から解決に向けた取り組みを行っていま
す。その一つとして土地区画整理事業への取り組みがあ
り、道路・公園等の公共施設を整備・改善しつつ農地等の
土地の区画を整え宅地の利用促進を図り、市街地の新た
な創出を担っています。
　従来のような立地環境、交通アクセスに重点を置いた
コンセプトだけではなく、「安心安全」「健康」「防災」「環境」
「エネルギー」「モビリティ」などのさまざまな角度から住人
の快適性を考え、地域の特性を活かした「持続可能なまち
づくり」を目標として掲げ、官民連携し実践に向けた取り
組みをしています。

イメージ｜全体

イメージ｜無電柱化したまちなみ
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プロモーション支援を実施しました。「ふくおかジビエフェ
ア」と題し、グルメイベントの開催およびジビエ認証店のお
得なお食事チケットをFFGのCFサイト「エンニチFUND-
ING」で販売する等、リアルとオンラインのハイブリッドで本
取り組みを支援しました。福岡県産ジビエの認知拡大を通
じて、害獣駆除と飲食店への売上貢献の好循環を生んだ
サステナブルな取り組みとなりました。

●福岡県産ジビエ消費拡大支援
　「おいしい南島原」をテーマに、南島原市の食・自然・歴
史・観光などの魅力の発信を目的とした「南島原市総合的
プロモーション推進事業」の一環として、長崎文化放送と
連携し、FFGのECサイト「エンニチ」内で、南島原市の特産
品の特集を開催しました。
　本特集では南島原の名産品の情報を発信し、コロナ禍
で現地に赴くことが難しい中でもお取り寄せができるよう
な企画として取り組みました。
　今回の事業をきっかけとし、各事業者によるSNSでの情
報発信やECサイトでの販路拡大への取り組みを、今後も
継続的に支援していきます。

●南島原の名産品販路拡大支援

　熊本市との「歴史まちづくりに関する連携協定」に基づく取り組みの一環として、早川倉庫（熊本市の新町・古町地区に明治
10年に建設された歴史的建造物）2階の一部をリノベーションして開始された、ワーキングスペース事業（早川倉庫
WORKINGSPACE 素心吟舎）に対し、金融面での支援を行いました。本施設は、今後の熊本を担う人々やベンチャー企業の
育成を行うことを目的とし、学生や若手経営者たちの学びの場として、また、ビジネスにもつながる拠点として活用される予定
です。

●熊本市古町 早川倉庫再生プロジェクト ■ 人材育成を目的とした文化芸術振興への取り組み

　福岡市が掲げるグローバル人材育成および文化芸術振興に寄与する取り組みの一環として、福岡銀行とFFG文化芸術財
団主催の小中学生参加型ミュージカル「WORLD MUSIC」をFFGホールにて開催しました。
　本イベントは、英語で歌やダンスをミュージカル形式で披露するものです。参加対象者は、福岡市近郊にお住まいの小学3
年生から中学3年生で、総勢120名程参加いただきました。参加した子どもたちは、4日間計18時間のレッスンを経て、大観衆
を前に成果を披露しました。今回の活動を通じて、子どもたちに文化芸術に触れる機会や英語で自己表現するすばらしさ、作
品を作り上げる上でのチームワークなどさまざまな体験による学びの機会を提供することができました。

●市民参加型ミュージカルの開催

●脱炭素を目指した土地区画整理事業

■ 持続可能なまちづくり

　人口減少、後継者不在の土地（農地や耕作放棄地）など、
市町村や地元住民・地権者が抱える地域社会の課題をま
ちづくりの観点から解決に向けた取り組みを行っていま
す。その一つとして土地区画整理事業への取り組みがあ
り、道路・公園等の公共施設を整備・改善しつつ農地等の
土地の区画を整え宅地の利用促進を図り、市街地の新た
な創出を担っています。
　従来のような立地環境、交通アクセスに重点を置いた
コンセプトだけではなく、「安心安全」「健康」「防災」「環境」
「エネルギー」「モビリティ」などのさまざまな角度から住人
の快適性を考え、地域の特性を活かした「持続可能なまち
づくり」を目標として掲げ、官民連携し実践に向けた取り
組みをしています。

イメージ｜全体

イメージ｜無電柱化したまちなみ



18

地
域
活
性
化
に
向
け
た
取
り
組
み

PPP   パブリック・プライベート・   
          パートナーシップ
：官民協働。官と民の協業により、
  よりよい公共サービスを目指すもの。　
PFI    プライベート・ファイナンス・
        イニシアティブ
：PPPの一つで、PFI法に基づく
  民間資金を活用した社会資本 
  整備手法。
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P
P
P

（　　　　  　　　　　）

（　　　　  　　  　　　）

PPP／PFI関連事業者（建設、運営、コンサル）
中央大手企業

●地場企業へのノウハウ提供、地場企業人財育成支援
●国内制度、動向等に関する情報提供

地方自治体
●地域密着型PPP／PFIに適した施設整備案件の提供
●地域密着型PPP／PFIに向けた制度設計

PPP／PFI関連事業者
（設計/建設/運営等）

地場企業

●新領域への事業展開
　（収益機会の創出）
●社内体制整備、人財育成
●業界内ネットワーク構築
●企画提案力の習得

PPP／PFI事業
●地場企業の事業参入
●財政負担の軽減
　平準化
●地域内での資金循環

FFGグループ
3行

地公体との
ネットワーク強化

PPP／PFIノウハウの
取得・知見向上

地
域
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報
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情報収集・提供

事業参画

情報共有、地場企業との　コンソーシアム組成支援

中央大手企業
との連携

公共セクター

ファ
イ
ナ
ン
ス

■ PPP／PFIの取り組み
　政府は、民間の事業機会の拡大による経済成長を実現し
ていくため、新たな官民連携（PPP／PFI）事業に係る具体
的な案件が自立的に展開される基盤の形成等を推進し、幅
広い自治体での取り組みを促しています。これを受けて自
治体でも、PPP／PFIのノウハウの共有・習得、関係者間ネッ
トワーク構築等、具体的な動きが始まっているところです。

　左記に対応する取り組みとして、地域金融機関である当
社グループ3行は、「公共セクター」「地場企業」「中央大手
企業」と連携し地域密着型PPP／PFIの実現に向けて取り
組んでいます。特に、「地場企業」がPPP／PFI事業に参画で
きるような環境づくりやサポートを積極的に行っています。

　福岡市は地域住民の交流を促進する場を提供し、地域
コミュニティの活性化、文化・スポーツの振興、地域福祉の
向上に寄与するため、区レベルの行政サービスを補完する
施設である「早良南地域交流センター」を整備、維持管理お
よび運営する事業をPFI（サービス購入型）にて実施しまし
た。地場金融機関として事業者（SPC）に対する事業資金融
資を行うことで、地域活性化の一助を担う活動に携わりま
した。

●早良南地域交流センター整備事業（サービス購入型PFI）
　2016年4月に発生した熊本地震からの創造的復興に向
けた各事業を推進する益城町において、「住みたいまち、住
み続けたいまち、次世代に承継したいまち」をコンセプトとし
た、地域住民・地権者主体による組合施行の区画整理事業
が進捗しています。当事業に対する金融面の支援に加え
て、商業施設のほか医療・福祉施設等の生活利便施設の誘
致支援などに取り組むなど、各関係者と連携を図りつつ、持
続可能なまちづくりを推進しています。

●益城町の区画整理事業 ■ スタートアップ企業と地域企業とのマッチングの取り組み

　FVP投資先を中心とした国内スタートアップと、グループ
3行のお取引先をはじめとする地域企業との交流イベント
「X‐Tech Match up 」を継続開催しています。2023年
3月の北九州市での開催時には、50社以上のお取引先と
10社のスタートアップに参加いただきました。最先端の技
術やビジネスアイデアを、企業や地域社会の課題解決に
つなげて、持続的な地域社会実現を目指しています。

　第7次中期経営計画で掲げている「ゴールベース型営業」
の考え方のもと、お取引先の事業パートナーとなるために
ご提供するソリューションとして、スタートアップのサービス
を紹介する取り組みを強化していきます。

●ビジネスマッチングイベントの開催

■ 大学発スタートアップの創出に向けた取り組み
　～「オール九州・沖縄スタートアップエコシステムプラットフォーム（PARKS）」～

　FFGでは、グループのベンチャーキャピタル
「FFGベンチャービジネスパートナーズ（以下、
FVP）」を通じて、スタートアップ企業の支援・育成
に取り組んでいます。
　特に、九州地区の大学発ベンチャー創出を目
的に、大学等と連携した「寄付講座提供」、「アント
レプレナーシップ拠点創設」、「学生ビジネスプラ
ンコンテスト運営」などに積極的に取り組んでい
ます。
　2022年度には、JST（※）の採択事業として、九
州・沖縄の18の大学とFVPで、「PARKS」を設立
しました。地域一体となり、大学発ベンチャー創
出へ向けた体制構築を目指し、5年間にわたり進
めていく事業です。具体的には、①研究資金をは
じめとする起業活動支援、②アントレプレナー
シップ人材育成、③大学間のネットワーク化によ
る起業環境整備、④アジアとつながるスタート
アップ・エコシステムの形成などです。
※JST＝文部科学省所管の科学技術振興機構

オール九州・沖縄
スタートアップエコシステムプラットフォーム（PARKS）

［2022ｰ2026年度 JST※受託事業］

①起業活動支援プログラムの運営
・研究シーズの事業化評価、ハンズオン
支援
・GAP資金の申請支援
・起業活動支援人材の育成・整備

②アントレプレナーシップ人材育成
プログラムの開発・運営
・アントレプレナーシップ教育の裾野
を拡大
・アントレプレナーシップ教員の育成

③起業環境の整備
・各大学の取り組みをつなぐアーカイブ
システムの運用
・各拠点の起業環境をICTツールにより
ネットワーク化

④拠点都市のエコシステムの形成・
発展
・九州・大学発ベンチャー振興会議との
連携による九州・沖縄全域を巻き込ん
だスタートアップ・エコシステムの形成
・アジア展開を見据えた起業支援
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PPP   パブリック・プライベート・   
          パートナーシップ
：官民協働。官と民の協業により、
  よりよい公共サービスを目指すもの。　
PFI    プライベート・ファイナンス・
        イニシアティブ
：PPPの一つで、PFI法に基づく
  民間資金を活用した社会資本 
  整備手法。

市場化
テスト

業務委託

指定管理者
制度

包括民間
委託

ＰＦＩ

三セクや
民営化

官と民の競争入札制度

PPPとPFIの関係

民間への一般的
アウトソーシング

公共物管理の部分的委託

公共物管理の包括的委託

建設～維持管理運営
までの一括発注

公共事業の民営化

民
間
へ
の
事
業
依
存
度

低

高

P
P
P

（　　　　  　　　　　）

（　　　　  　　  　　　）

PPP／PFI関連事業者（建設、運営、コンサル）
中央大手企業

●地場企業へのノウハウ提供、地場企業人財育成支援
●国内制度、動向等に関する情報提供

地方自治体
●地域密着型PPP／PFIに適した施設整備案件の提供
●地域密着型PPP／PFIに向けた制度設計

PPP／PFI関連事業者
（設計/建設/運営等）

地場企業

●新領域への事業展開
　（収益機会の創出）
●社内体制整備、人財育成
●業界内ネットワーク構築
●企画提案力の習得

PPP／PFI事業
●地場企業の事業参入
●財政負担の軽減
　平準化
●地域内での資金循環

FFGグループ
3行

地公体との
ネットワーク強化

PPP／PFIノウハウの
取得・知見向上
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情報収集・提供

事業参画

情報共有、地場企業との　コンソーシアム組成支援

中央大手企業
との連携

公共セクター

ファ
イ
ナ
ン
ス

■ PPP／PFIの取り組み
　政府は、民間の事業機会の拡大による経済成長を実現し
ていくため、新たな官民連携（PPP／PFI）事業に係る具体
的な案件が自立的に展開される基盤の形成等を推進し、幅
広い自治体での取り組みを促しています。これを受けて自
治体でも、PPP／PFIのノウハウの共有・習得、関係者間ネッ
トワーク構築等、具体的な動きが始まっているところです。

　左記に対応する取り組みとして、地域金融機関である当
社グループ3行は、「公共セクター」「地場企業」「中央大手
企業」と連携し地域密着型PPP／PFIの実現に向けて取り
組んでいます。特に、「地場企業」がPPP／PFI事業に参画で
きるような環境づくりやサポートを積極的に行っています。

　福岡市は地域住民の交流を促進する場を提供し、地域
コミュニティの活性化、文化・スポーツの振興、地域福祉の
向上に寄与するため、区レベルの行政サービスを補完する
施設である「早良南地域交流センター」を整備、維持管理お
よび運営する事業をPFI（サービス購入型）にて実施しまし
た。地場金融機関として事業者（SPC）に対する事業資金融
資を行うことで、地域活性化の一助を担う活動に携わりま
した。

●早良南地域交流センター整備事業（サービス購入型PFI）
　2016年4月に発生した熊本地震からの創造的復興に向
けた各事業を推進する益城町において、「住みたいまち、住
み続けたいまち、次世代に承継したいまち」をコンセプトとし
た、地域住民・地権者主体による組合施行の区画整理事業
が進捗しています。当事業に対する金融面の支援に加え
て、商業施設のほか医療・福祉施設等の生活利便施設の誘
致支援などに取り組むなど、各関係者と連携を図りつつ、持
続可能なまちづくりを推進しています。

●益城町の区画整理事業 ■ スタートアップ企業と地域企業とのマッチングの取り組み

　FVP投資先を中心とした国内スタートアップと、グループ
3行のお取引先をはじめとする地域企業との交流イベント
「X‐Tech Match up 」を継続開催しています。2023年
3月の北九州市での開催時には、50社以上のお取引先と
10社のスタートアップに参加いただきました。最先端の技
術やビジネスアイデアを、企業や地域社会の課題解決に
つなげて、持続的な地域社会実現を目指しています。

　第7次中期経営計画で掲げている「ゴールベース型営業」
の考え方のもと、お取引先の事業パートナーとなるために
ご提供するソリューションとして、スタートアップのサービス
を紹介する取り組みを強化していきます。

●ビジネスマッチングイベントの開催

■ 大学発スタートアップの創出に向けた取り組み
　～「オール九州・沖縄スタートアップエコシステムプラットフォーム（PARKS）」～

　FFGでは、グループのベンチャーキャピタル
「FFGベンチャービジネスパートナーズ（以下、
FVP）」を通じて、スタートアップ企業の支援・育成
に取り組んでいます。
　特に、九州地区の大学発ベンチャー創出を目
的に、大学等と連携した「寄付講座提供」、「アント
レプレナーシップ拠点創設」、「学生ビジネスプラ
ンコンテスト運営」などに積極的に取り組んでい
ます。
　2022年度には、JST（※）の採択事業として、九
州・沖縄の18の大学とFVPで、「PARKS」を設立
しました。地域一体となり、大学発ベンチャー創
出へ向けた体制構築を目指し、5年間にわたり進
めていく事業です。具体的には、①研究資金をは
じめとする起業活動支援、②アントレプレナー
シップ人材育成、③大学間のネットワーク化によ
る起業環境整備、④アジアとつながるスタート
アップ・エコシステムの形成などです。
※JST＝文部科学省所管の科学技術振興機構

オール九州・沖縄
スタートアップエコシステムプラットフォーム（PARKS）

［2022ｰ2026年度 JST※受託事業］

①起業活動支援プログラムの運営
・研究シーズの事業化評価、ハンズオン
支援
・GAP資金の申請支援
・起業活動支援人材の育成・整備

②アントレプレナーシップ人材育成
プログラムの開発・運営
・アントレプレナーシップ教育の裾野
を拡大
・アントレプレナーシップ教員の育成

③起業環境の整備
・各大学の取り組みをつなぐアーカイブ
システムの運用
・各拠点の起業環境をICTツールにより
ネットワーク化

④拠点都市のエコシステムの形成・
発展
・九州・大学発ベンチャー振興会議との
連携による九州・沖縄全域を巻き込ん
だスタートアップ・エコシステムの形成
・アジア展開を見据えた起業支援
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コーポレートガバナンスの基本的な考え方

■コーポレートガバナンス体制図

■ コーポレートガバナンス体制

コーポレートガバナンス

　当社グループは、株主、お客さま、地域社会、従業員等の
あらゆるステークホルダーに対し価値創造を提供する金融
グループを目指すことをグループ経営理念として掲げ、経
営の基本方針としております。
　このグループ経営理念のもと、当社は、当社の中核子会

社である銀行を中心とした当社グループを統括する持株
会社として、グループの経営資源を適切に活用しグループ
全体の健全且つ適切な運営を行うため、実効性の高い
コーポレートガバナンスの実現に取り組んでおります。

　当社の経営機構・業務機構の概要は以下のとおりです。

●取締役会および取締役
　取締役会は11名の取締役（うち社外取締役4名）で構成
されており、法令・定款で定める事項のほか、グループ経営に
係る基本方針の協議・決定や、子銀行の経営管理、業務執行
等における重要な事項に関する意思決定を行うとともに、
取締役および執行役員の職務の執行を監督しております。

●監査等委員会および監査等委員
　監査等委員会は3名の監査等委員（うち社外取締役2名）
で構成されており、グループ全体の監査に係る基本方針
および監査計画に基づき、取締役の職務執行状況の監査
のほか、グループ全体の業務および財産の状況等に関する
調査を行っております。

株主総会

グループIT特別委員会

グループ経営会議

監査等委員会

監査等委員会室

代表取締役

   グループリスク管理委員会
　　　 　ALM委員会
     コンプライアンス委員会
　　　金融犯罪対策委員会（オペレーショナルリスク管理委員会）

子会社

（2023年7月3日現在）

グループ報酬諮問委員会
グループ指名諮問委員会

取締役会

子会社

DX企画
システム設計
アジャイル開発
データ活用
デジタル人財育成

DX推進本部

経営戦略
サステナビリティ統括
経営企画
経営管理
財務
広報

営業戦略
営業推進支援

IT統括部事務統括部秘書室 リスク統括部

リスク管理事務企画 IT企画

融資部

資産査定

監査部

内部監査

市場統括部

市場企画
市場管理

営業統括部

株式事務
管財・庶務

総務部

人事企画
人財育成

人事統括部経営企画部 クオリティ統括部

コンプライアンス
金融犯罪対策
サービス品質向上

地域の面的再生への積極的な参画

■ 地域再生・活性化ネットワーク
　当社グループ傘下の福岡銀行は、地方銀行８行と『地域再生・活性化ネットワークに関する協定書』を締結しています。経営基
盤・営業エリアが異なる地方銀行が連携し、各行の保有するさまざまな情報・ネットワークを相互に活用することで、従来単一の
銀行ではできなかったサービスの機会、スピード、質（クオリティ）を最適なソリューションとしてご提供します。

長崎県内における地域活性化の取り組み
　当社グループ傘下の十八親和銀行は、銀行合併による効果を通じて、地域に貢献するための取り組みを実施しています。

県境・地域を越えて活躍するお取引先（広域展開企業）のビジ
ネスニーズや、地域の再生・活性化に資するさまざまな個別
案件に対して、下記①②③を中心に連携・協力して対応して
います。
①各種金融手法を活用した資金供給（シンジケートローン、
協調融資等）
②M&Aや事業承継にかかる相手方（売り先・買い先）情報の
ご提供、アドバイザリーサービス
③ビジネスマッチング業務にかかる各種情報のご提供

●具体的な取り組み

　合併により生じた店舗統合の跡地の地域
への活用を実施するため、旧大学病院前支
店を小児がんや難病の子どもと、その家族が
宿泊できる施設として改装し、一般社団法人
へ無償貸与する運営を開始しました。

小児がん等の子どもへ高度医療を提供できる病院は限られており、長崎県内ではその治療の多くが長崎大学病院で行われ
ています。遠方から治療に通う子どもや、病気で苦しむご家族を全面的に支援することを目的に、長崎大学病院に近接する
本跡地を有効活用しました。

●店舗統合跡地の地域への活用
　「ペンギンハウス」

【運営スキーム図】

※長崎ペンギンの会は、十八親和ペンギンハウスの運営を目的として、2022年12月に設立

ネットワーク支援 ： JHHHネットワーク
連携支援 　　　： がんの子どもを守る会 連携 ： 長崎大学病院

経営ノウハウ支援　情報交換 患者への利用案内
ボランティア募集
寄付金

建物貸与
宿泊利用

無償
ボランティア

十八親和
ペンギンハウス

運営（使用借人）
（社）長崎ペンギンの会※

企業・個人

患者・家族

個人
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コーポレートガバナンスの基本的な考え方

■コーポレートガバナンス体制図

■ コーポレートガバナンス体制
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本跡地を有効活用しました。

●店舗統合跡地の地域への活用
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コーポレートガバナンス

■コンプライアンス体制

　コンプライアンス（法令等遵守）は、信用が最大の財産
ともいえる金融機関にとって最も重要なテーマのひとつ
であり、当社グループでは、コンプライアンスを経営の最

重要課題のひとつと位置づけ、コンプライアンス態勢の
充実と強化に取り組んでいます。

コンプライアンス憲章
■信頼の確立
　社会的責任と公共的使命の重要性を常に認識し、健全
かつ適切な業務運営を通じて、お客さまや社会からの長期
にわたる揺るぎない信頼の確立を図ります。

■地域社会への貢献
　お客さまの満足をお客さまの目線で考え、お客さまの
ニーズに適合した質の高い金融サービスの提供を通して、
地域社会・経済の発展に貢献いたします。

■法令等の厳格な遵守
　あらゆる法令やルールを厳格に遵守することはもとより、
社会的規範に則り、誠実かつ公正な企業活動を遂行します。

■情報の適切な管理
　お客さまに関する情報および業務上の機密情報につい
て、適切な管理と保護を徹底いたします。

■社会とのコミュニケーション
　適時適切な情報開示を積極的かつ公正に行い、経営の
信頼性・透明性の確保に努めるとともに、環境への取り組

みをはじめ、広く社会とのコミュニケーションを行います。

■人権の尊重
　全ての人の基本的人権を尊重するとともに、日々の研
鑽により人権感覚を醸成し、人間尊重を基本とした企業活
動を行います。

■反社会的勢力との関係遮断、テロ等の脅威への対応
　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力お
よび団体に対しては、毅然とした態度を貫き、関係遮断を
徹底します。また、国際社会がテロ等の脅威に直面してい
る中で、マネー・ローンダリング対策およびテロ資金供与
対策の高度化に努めます。

■経営陣の率先垂範
　経営陣および各部門の責任者は、本憲章の精神を実現
することの重要性を認識し、率先垂範の上、グループ内に
周知徹底します。本憲章に反するような事態が発生した場
合は、自ら問題解決にあたる姿勢を明らかにし、原因究明、
再発防止に努めます。

（2023年7月3日現在）
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コンプライアンスへの取り組み

●監査等委員会室
　監査等委員会による監査機能を有効に発揮させるため、監査等委員会をサポートする専属スタッフを複数名配置しております。

●グループ報酬諮問委員会・グループ指名諮問委員会
　グループ報酬諮問委員会およびグループ指名諮問委員会は、経営の透明性と公正性を高めるため、取締役会の諮問機関
として、取締役等の報酬に関する事項や取締役等の選解任に関する事項等を審議しております。なお、それぞれの構成は以下
のとおりです。

●グループ経営会議
　グループ経営会議は6名の業務執行取締役（議長は社長）で構成されており（常勤の監査等委員も出席）、取締役会で定
める基本方針や委嘱された事項に基づき、グループ経営計画やグループ業務計画等の業務執行に関する重要な事項を協
議しております。

●グループリスク管理委員会
　グループリスク管理委員会は6名の業務執行取締役および所管部室長（委員長は社長）で構成されており（常勤の監査等
委員も出席）、グループ全体の各種リスク管理態勢に係る協議のほか、資産ポートフォリオ管理、コンプライアンス、金融犯罪
対策管理に関する事項等についての協議・報告を行っております。

●グループIT特別委員会
　グループIT特別委員会は6名の業務執行取締役および所管部室長（委員長は社長）で構成されており（常勤の監査等委員
も出席）、グループ全体のITガバナンスの強化を図るため、IT戦略やシステムリスク管理強化およびシステム投資等について
協議しております。

●執行役員
　取締役会の意思決定の迅速化と業務執行機能の強化を図るため、取締役会の決議により20名（うち6名は取締役を兼務）
の執行役員を選任し、業務執行を委嘱しております。

取締役会長
取締役社長
社外取締役
社外取締役
社外取締役
社外取締役

柴戸　隆成
五島　　久
深沢　政彦（諮問委員長）
小杉　俊哉
山田　英夫
石橋　伸子

取締役会長
取締役社長
社外取締役
社外取締役
社外取締役
社外取締役

柴戸　隆成（諮問委員長）
五島　　久
深沢　政彦
小杉　俊哉
山田　英夫
石橋　伸子
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■コンプライアンス体制
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重要課題のひとつと位置づけ、コンプライアンス態勢の
充実と強化に取り組んでいます。

コンプライアンス憲章
■信頼の確立
　社会的責任と公共的使命の重要性を常に認識し、健全
かつ適切な業務運営を通じて、お客さまや社会からの長期
にわたる揺るぎない信頼の確立を図ります。
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　お客さまの満足をお客さまの目線で考え、お客さまの
ニーズに適合した質の高い金融サービスの提供を通して、
地域社会・経済の発展に貢献いたします。

■法令等の厳格な遵守
　あらゆる法令やルールを厳格に遵守することはもとより、
社会的規範に則り、誠実かつ公正な企業活動を遂行します。

■情報の適切な管理
　お客さまに関する情報および業務上の機密情報につい
て、適切な管理と保護を徹底いたします。

■社会とのコミュニケーション
　適時適切な情報開示を積極的かつ公正に行い、経営の
信頼性・透明性の確保に努めるとともに、環境への取り組

みをはじめ、広く社会とのコミュニケーションを行います。

■人権の尊重
　全ての人の基本的人権を尊重するとともに、日々の研
鑽により人権感覚を醸成し、人間尊重を基本とした企業活
動を行います。

■反社会的勢力との関係遮断、テロ等の脅威への対応
　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力お
よび団体に対しては、毅然とした態度を貫き、関係遮断を
徹底します。また、国際社会がテロ等の脅威に直面してい
る中で、マネー・ローンダリング対策およびテロ資金供与
対策の高度化に努めます。

■経営陣の率先垂範
　経営陣および各部門の責任者は、本憲章の精神を実現
することの重要性を認識し、率先垂範の上、グループ内に
周知徹底します。本憲章に反するような事態が発生した場
合は、自ら問題解決にあたる姿勢を明らかにし、原因究明、
再発防止に努めます。

（2023年7月3日現在）

子会社

子会社

取締役会

コンプライアンス統括役員

グループリスク管理委員会
（コンプライアンス委員会）
（金融犯罪対策委員会）

（コンプライアンス統括部署）
クオリティ統括部コンプライアンスグループ

秘
書
室

経
営
企
画
部

人
事
統
括
部

ク
オ
リ
テ
ィ
統
括
部

総
務
部

市
場
統
括
部

営
業
統
括
部

事
務
統
括
部

Ｉ
Ｔ
統
括
部

リ
ス
ク
統
括
部

融
資
部

監
査
部

D
X
推
進
本
部

コンプライアンスへの取り組み

●監査等委員会室
　監査等委員会による監査機能を有効に発揮させるため、監査等委員会をサポートする専属スタッフを複数名配置しております。
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として、取締役等の報酬に関する事項や取締役等の選解任に関する事項等を審議しております。なお、それぞれの構成は以下
のとおりです。

●グループ経営会議
　グループ経営会議は6名の業務執行取締役（議長は社長）で構成されており（常勤の監査等委員も出席）、取締役会で定
める基本方針や委嘱された事項に基づき、グループ経営計画やグループ業務計画等の業務執行に関する重要な事項を協
議しております。

●グループリスク管理委員会
　グループリスク管理委員会は6名の業務執行取締役および所管部室長（委員長は社長）で構成されており（常勤の監査等
委員も出席）、グループ全体の各種リスク管理態勢に係る協議のほか、資産ポートフォリオ管理、コンプライアンス、金融犯罪
対策管理に関する事項等についての協議・報告を行っております。
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　グループIT特別委員会は6名の業務執行取締役および所管部室長（委員長は社長）で構成されており（常勤の監査等委員
も出席）、グループ全体のITガバナンスの強化を図るため、IT戦略やシステムリスク管理強化およびシステム投資等について
協議しております。

●執行役員
　取締役会の意思決定の迅速化と業務執行機能の強化を図るため、取締役会の決議により20名（うち6名は取締役を兼務）
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コンプライアンスへの取り組み

基本方針

　当社および子銀行は、取締役会の下部組織として「コンプライアンス委員会」を設けるとともに、コンプライアンス統括部
署を設置し、コンプライアンス態勢および顧客保護等管理態勢の評価・チェックを定期的に実施しています。

コンプライアンス運営体制

顧客保護・個人情報保護

反社会的勢力の排除

マネー･ローンダリングおよびテロ資金供与対策

　当社グループ4行は、公正中立な立場で苦情および紛争の解決を図るため、以下の指定銀行業務紛争解決機関と手続
実施基本契約を締結しています。

指定銀行業務紛争解決機関の名称
連絡先
電話番号

福岡銀行
一般社団法人信託協会

信託相談所
0120-817335 または 03-6206-3988

福岡銀行・熊本銀行・十八親和銀行・みんなの銀行
一般社団法人全国銀行協会
全国銀行協会相談室

0570-017109 または 03-5252-3772

　コンプライアンスに関するグループ共通の基本的な価値
観、精神、行動基準を示した「コンプライアンス憲章」ならび
に倫理規程・行内ルールおよび法令等を集大成した｢コン
プライアンス･マニュアル｣を制定し、研修指導等により周

知徹底しています。また、具体的実践計画として「コンプラ
イアンス・プログラム」を年度毎に策定し、各種規程の一層
の整備等に取り組んでいます。

　当社および当社グループ会社は、反社会的勢力の対応
所管部署を定めるとともに、警察、弁護士等外部専門機関
とも連携し、反社会的勢力からの不当要求や介入等に対し

て毅然とした態度で取引防止に努めています。また、具体的
な規程等を整備するとともに、従業員向けの研修を定期的
に実施しています。

　当社および当社グループ会社は、マネー･ローンダリング
およびテロ資金供与対策を経営の重要課題のひとつと捉え、
経営陣の関与の下、組織全体として実効的な管理態勢構築
に取り組んでいます。具体的には、全社的にマネロン・テロ

資金供与リスクを特定・評価しつつ、自らを取り巻く事業環
境・経営戦略、リスクの許容度も踏まえた上で、当該リスク
に見合った低減措置を実施しています。

　当社および子銀行は、お客さまの正当な利益の保護や利
便性の向上に向けた継続的な取り組み（金融円滑化の観点
や金融ＡＤＲ制度の観点からの顧客保護を含む）を行って
います。
　金融商品販売については、当社および子銀行に金融商品
管理部署を設置し、金融商品取引法等への法令等対応、モ
ニタリング等により顧客保護等管理態勢の強化に取り組ん
でいます。

　お客さまからの相談、要望および苦情等について、公正・
迅速・誠実に対応し、お客さまのご理解と信頼を得られるよ
う努めるとともに、サービス品質の向上、取り組みの改善に
役立てています。
　また、個人情報についても、適切な保護と利用を図るため
「個人情報保護宣言」等各種規程を整備し、各部署内に個
人情報管理者を設置するとともに、継続的な研修等により
適切な取扱いに努めています。

指定銀行業務紛争解決機関制度への対応

　テクノロジーの進化やSDGsへの意識の高まりをはじめ
とした社会の変化により、銀行にとってのビジネスチャンス
が拡がりを見せる一方で、銀行が直面するリスクは一段と
多様化・複雑化しています。こうした環境下、リスクを特定し、
把握・分析した上で、適切にコントロールしていくリスク管理
の重要性は従来にも増して高まっています。
　当社グループでは、業務遂行上のさまざまなリスクを可
能な限り統一的な尺度で計測し、統合的に把握した上で、
「健全性の維持」と「収益力の向上」を両立させるバランスの
取れた経営を目指して、グループ全体のリスク運営を行っ
ています。
　また、当社グループでは地域に根ざしたグループ各行の

ブランドを活かした広域展開を図りながら、共通化した経営
インフラによるシングルプラットフォーム型の効率的な経営
展開を行っています。
　リスク管理に関しても、各種リスク管理手法の高度化や
インフラ整備を共通のリスク管理プラットフォームにおいて
水平的に展開する態勢としています。  
　規程体系の面では、リスク管理に係るグループ内の共通
規範として『リスク管理方針』を制定するとともに、年度毎に
リスク管理施策上のアクションプランとして『リスク管理プ
ログラム』を策定し、グループ全体でリスク管理態勢の強
化・高度化を推進しています。

　当社グループでは、業務遂行から生じるリスクを可能な
限り網羅的に洗い出し、下表のリスク種別に分類した上で、
それぞれのリスクの性質に応じた管理を行っています。

　また、各リスクの管理手法に関しては、リスク計測技術の
高度化などに応じて継続的な見直しを行い、より実効的な
運営に努めています。

■ 管理対象リスクの区分

リスク管理について

■ リスクの分類と定義

リスクカテゴリー

一定
の
定
量
的
尺
度
に
よ
る
管
理

V
a
R
に
よ
る
管
理

統
合
リ
ス
ク
管
理

統
合
的
リ
ス
ク
管
理

定
性
的
評
価
に
よ
る
管
理

定　義 管理手法

信用リスク

市場リスク

価格変動リスク

為替変動リスク

金利リスク

有形資産リスク

労務リスク

法務リスク

風評リスク

事務リスク

システムリスク

資金繰りリスク

市場流動性リスク

オペレーショナル・
リスク

流動性リスク

信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフバランス資産を含む）の価値が減少ないし消失し損失を
被るリスク
金利、為替、株式等のさまざまな市場のリスク・ファクターの変動により、保有する資産・負債（オフバランスを含む）
の価値が変動し損失を被るリスク、および資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスク

資産と負債の金利または期間のミスマッチが存在している中で、金利が変動することにより利益が減少する
ないし損失を被るリスク

外貨建資産・負債についてネット・ベースで資産超または負債超のポジションを有する場合に、為替の変動に
より損失を被るリスク

業務の過程、役職員の活動若しくはシステムが不適切であること、または外生的な事象により損失を被るリスク
下記のサブ・カテゴリーに分類して管理

役職員およびその他組織構成員（パートタイマー、派遣社員等）が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を
起こすことにより損失を被るリスクおよびこれに類するリスク

コンピューターシステムのダウンまたは誤作動等、システムの不備等に伴い損失を被るリスク、さらにコン
ピューターが不正に使用されることにより損失を被るリスクおよびこれに類するリスク（災害や社会インフラの
事故等によるものも含む）

労務慣行の問題（人事処遇の問題、勤務管理上の問題および組合活動の問題をいう）、並びに職場の安全衛生
環境の問題に起因して損失を被るリスク、および役職員の不法行為により使用者責任を問われるリスク

顧客やマーケット等において、事実と異なる風説、風評で評判が悪化することにより損失を被るリスク、および
不適切な業務運営等が明るみに出ることにより、信認が低下し、業務運営に支障をきたすリスク

運用と調達の期間のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確保が困難になる、または通常より
も著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被るリスク
市場の混乱等により市場において取引ができなかったり、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくさ
れることにより損失を被るリスク

法令や契約等に違反すること、不適切な契約を締結すること、その他の法的原因により、損失を被るリスク

有価証券等の価値が変動し損失を被るリスク

事故、災害、犯罪または資産管理の瑕疵等の結果、有形資産の毀損により、損失を被るリスク

リスク管理への取り組み



リ
ス
ク
管
理
へ
の
取
り
組
み

25

基本方針

　当社および子銀行は、取締役会の下部組織として「コンプライアンス委員会」を設けるとともに、コンプライアンス統括部
署を設置し、コンプライアンス態勢および顧客保護等管理態勢の評価・チェックを定期的に実施しています。

コンプライアンス運営体制

顧客保護・個人情報保護

反社会的勢力の排除

マネー･ローンダリングおよびテロ資金供与対策

　当社グループ4行は、公正中立な立場で苦情および紛争の解決を図るため、以下の指定銀行業務紛争解決機関と手続
実施基本契約を締結しています。

指定銀行業務紛争解決機関の名称
連絡先
電話番号

福岡銀行
一般社団法人信託協会

信託相談所
0120-817335 または 03-6206-3988

福岡銀行・熊本銀行・十八親和銀行・みんなの銀行
一般社団法人全国銀行協会
全国銀行協会相談室

0570-017109 または 03-5252-3772

　コンプライアンスに関するグループ共通の基本的な価値
観、精神、行動基準を示した「コンプライアンス憲章」ならび
に倫理規程・行内ルールおよび法令等を集大成した｢コン
プライアンス･マニュアル｣を制定し、研修指導等により周

知徹底しています。また、具体的実践計画として「コンプラ
イアンス・プログラム」を年度毎に策定し、各種規程の一層
の整備等に取り組んでいます。

　当社および当社グループ会社は、反社会的勢力の対応
所管部署を定めるとともに、警察、弁護士等外部専門機関
とも連携し、反社会的勢力からの不当要求や介入等に対し

て毅然とした態度で取引防止に努めています。また、具体的
な規程等を整備するとともに、従業員向けの研修を定期的
に実施しています。

　当社および当社グループ会社は、マネー･ローンダリング
およびテロ資金供与対策を経営の重要課題のひとつと捉え、
経営陣の関与の下、組織全体として実効的な管理態勢構築
に取り組んでいます。具体的には、全社的にマネロン・テロ

資金供与リスクを特定・評価しつつ、自らを取り巻く事業環
境・経営戦略、リスクの許容度も踏まえた上で、当該リスク
に見合った低減措置を実施しています。

　当社および子銀行は、お客さまの正当な利益の保護や利
便性の向上に向けた継続的な取り組み（金融円滑化の観点
や金融ＡＤＲ制度の観点からの顧客保護を含む）を行って
います。
　金融商品販売については、当社および子銀行に金融商品
管理部署を設置し、金融商品取引法等への法令等対応、モ
ニタリング等により顧客保護等管理態勢の強化に取り組ん
でいます。

　お客さまからの相談、要望および苦情等について、公正・
迅速・誠実に対応し、お客さまのご理解と信頼を得られるよ
う努めるとともに、サービス品質の向上、取り組みの改善に
役立てています。
　また、個人情報についても、適切な保護と利用を図るため
「個人情報保護宣言」等各種規程を整備し、各部署内に個
人情報管理者を設置するとともに、継続的な研修等により
適切な取扱いに努めています。

指定銀行業務紛争解決機関制度への対応

　テクノロジーの進化やSDGsへの意識の高まりをはじめ
とした社会の変化により、銀行にとってのビジネスチャンス
が拡がりを見せる一方で、銀行が直面するリスクは一段と
多様化・複雑化しています。こうした環境下、リスクを特定し、
把握・分析した上で、適切にコントロールしていくリスク管理
の重要性は従来にも増して高まっています。
　当社グループでは、業務遂行上のさまざまなリスクを可
能な限り統一的な尺度で計測し、統合的に把握した上で、
「健全性の維持」と「収益力の向上」を両立させるバランスの
取れた経営を目指して、グループ全体のリスク運営を行っ
ています。
　また、当社グループでは地域に根ざしたグループ各行の

ブランドを活かした広域展開を図りながら、共通化した経営
インフラによるシングルプラットフォーム型の効率的な経営
展開を行っています。
　リスク管理に関しても、各種リスク管理手法の高度化や
インフラ整備を共通のリスク管理プラットフォームにおいて
水平的に展開する態勢としています。  
　規程体系の面では、リスク管理に係るグループ内の共通
規範として『リスク管理方針』を制定するとともに、年度毎に
リスク管理施策上のアクションプランとして『リスク管理プ
ログラム』を策定し、グループ全体でリスク管理態勢の強
化・高度化を推進しています。

　当社グループでは、業務遂行から生じるリスクを可能な
限り網羅的に洗い出し、下表のリスク種別に分類した上で、
それぞれのリスクの性質に応じた管理を行っています。

　また、各リスクの管理手法に関しては、リスク計測技術の
高度化などに応じて継続的な見直しを行い、より実効的な
運営に努めています。

■ 管理対象リスクの区分

リスク管理について

■ リスクの分類と定義

リスクカテゴリー

一定
の
定
量
的
尺
度
に
よ
る
管
理

V
a
R
に
よ
る
管
理

統
合
リ
ス
ク
管
理

統
合
的
リ
ス
ク
管
理

定
性
的
評
価
に
よ
る
管
理

定　義 管理手法

信用リスク

市場リスク

価格変動リスク

為替変動リスク

金利リスク

有形資産リスク

労務リスク

法務リスク

風評リスク

事務リスク

システムリスク

資金繰りリスク

市場流動性リスク

オペレーショナル・
リスク

流動性リスク

信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフバランス資産を含む）の価値が減少ないし消失し損失を
被るリスク
金利、為替、株式等のさまざまな市場のリスク・ファクターの変動により、保有する資産・負債（オフバランスを含む）
の価値が変動し損失を被るリスク、および資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスク

資産と負債の金利または期間のミスマッチが存在している中で、金利が変動することにより利益が減少する
ないし損失を被るリスク

外貨建資産・負債についてネット・ベースで資産超または負債超のポジションを有する場合に、為替の変動に
より損失を被るリスク

業務の過程、役職員の活動若しくはシステムが不適切であること、または外生的な事象により損失を被るリスク
下記のサブ・カテゴリーに分類して管理

役職員およびその他組織構成員（パートタイマー、派遣社員等）が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を
起こすことにより損失を被るリスクおよびこれに類するリスク

コンピューターシステムのダウンまたは誤作動等、システムの不備等に伴い損失を被るリスク、さらにコン
ピューターが不正に使用されることにより損失を被るリスクおよびこれに類するリスク（災害や社会インフラの
事故等によるものも含む）

労務慣行の問題（人事処遇の問題、勤務管理上の問題および組合活動の問題をいう）、並びに職場の安全衛生
環境の問題に起因して損失を被るリスク、および役職員の不法行為により使用者責任を問われるリスク

顧客やマーケット等において、事実と異なる風説、風評で評判が悪化することにより損失を被るリスク、および
不適切な業務運営等が明るみに出ることにより、信認が低下し、業務運営に支障をきたすリスク

運用と調達の期間のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確保が困難になる、または通常より
も著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被るリスク
市場の混乱等により市場において取引ができなかったり、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくさ
れることにより損失を被るリスク

法令や契約等に違反すること、不適切な契約を締結すること、その他の法的原因により、損失を被るリスク

有価証券等の価値が変動し損失を被るリスク

事故、災害、犯罪または資産管理の瑕疵等の結果、有形資産の毀損により、損失を被るリスク

リスク管理への取り組み
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■ 当社グループにおけるリスク管理体制
　当社グループは、当社および各子銀行により構成される
「グループリスク管理委員会」を設置し、グループが抱える
さまざまなリスクの状況をモニタリングするとともに、内部
環境や外部環境の変化に即したリスク運営施策を協議して

います。
　また、グループ子銀行においても、当社と同様のリスク管
理体制を設け、当社と緊密に連携しながらグループとして統
合的なリスク管理を行っています。

当社のリスク管理組織体制

グループリスク
管理委員会

　必要に応じ
  　各部より
適宜報告・協議

［経営への報告・協議］ ［ 統 括 部 署 ］ ［ 管 理 項 目 ］

資産査定管理

顧客保護等管理

金融犯罪対策管理

不祥事件管理

防犯･防災等管理

統
合
的
リ
ス
ク
管
理

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ナ
ル・リ
ス
ク
管
理

信用リスク管理

市場リスク管理

流動性リスク管理

自己資本管理

FFG監査部 FFG監査部

各
主
管
部
署

有形資産リスク

事務リスク

風評リスク

法務リスク

労務リスク

システムリスク オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ナ
ル・リ
ス
ク
管
理

各
主
管
部
署

有形資産リスク

事務リスク

風評リスク

法務リスク

労務リスク

システムリスク

コンプライアンス
委員会

オペリスク
管理委員会

経営会議
等

　必要に応じ
　 各部より
適宜報告・協議

経営会議
等

ALM
委員会

金融犯罪対策
委員会

子銀行のリスク管理組織体制（例：福岡銀行）

報告

取

締

役

会

法 令 等 遵 守

リスク総括

リスク統括部

顧客保護等総括
クオリティ統括部

危機管理・
危機対応総括

経営企画部

資本政策総括
経営企画部

法令等遵守総括
クオリティ統括部

内部監査 内部監査

法
令
等
遵
守

子銀行の
「委員会」

［経営への報告・協議］ ［ 統 括 部 署 ］ ［ 管 理 項 目 ］

子銀行
監査部

コンプライアンス
委員会

オペリスク
管理委員会

ALM
委員会

総合企画部
危機管理・
危機対応総括
融資統括部
自己査定・
償却引当総括
リスク管理部
リスク総括
総合企画部
資本政策総括

金融犯罪対策総括
クオリティ統括部

不祥事件等総括
クオリティ統括部

顧客保護等総括
クオリティ統括部

グループ
レベルの
管理統括

管理方針等
の指示

リスク管理
情報の報告

リスク管理上
の諸事項に
係る協議

金融犯罪対策総括
クオリティ統括部

不祥事件等総括
クオリティ統括部

取

締

役

会

金融犯罪対策
委員会 資産査定管理

顧客保護等管理

金融犯罪対策管理

不祥事件管理

防犯･防災等管理

統
合
的
リ
ス
ク
管
理

信用リスク管理

市場リスク管理

流動性リスク管理

自己資本管理

法令等遵守総括
クオリティ統括部 法 令 等 遵 守

法
令
等
遵
守

リスク管理について

●「統合的リスク管理」とは、金融機関の直面するリスクに関し
て、自己資本比率の算定に含まれない与信集中リスク、
銀行勘定の金利リスク等のリスクも含めて、信用リスク、
市場リスク、オペレーショナル・リスク等のリスク・カテゴリー
毎に評価したリスクを統合的に捉え、金融機関の自己資本
と対比することによって管理を行うことをいいます。
●当社グループは、「金融機関の業務が多様化・複雑化する

中で、銀行の健全性・適切性を確保しつつ限られた資本を
有効活用することで経営の効率性や収益性を高めるため、
銀行のリスク・プロファイルを踏まえた適切な統合的リスク
管理態勢を整備・確立する」という方針のもと、各種リスクを
VaR等の統一的な尺度で計り、各種リスクを合算して、当社
グループの連結自己資本と対比することによって統合的
リスク管理を行っています。

●当社グループでは、自己資本充実度を適切に管理し、リス
クに見合った十分な自己資本を確保することにより、グ
ループ全体の業務の健全性・適切性を維持するよう努め
ています。
●具体的には、「規制資本」（自己資本比率規制上の所要自
己資本）と、「経済資本」（統合的リスク管理に基づく所要リ
スク資本）の両面から、当社グループの自己資本充実度を
モニタリングし、資本健全性に問題が生じないよう業務運

営を行っています。
●また、自己資本充実度の検証の一環として、定期的にスト
レス・テストを実施しています。これは、企業倒産や担保価
値の下落などによる信用コストの増大や、金利や為替等の
相場変動による保有有価証券の損失発生などに関し、複
数のシナリオを設定したうえで、ストレス状況下での資本
健全性を確認するもので、規制資本、経済資本の両面で実
施しています。

　自己資本比率規制におけるリスク・ア
セット計測手法については複数の選択肢
が設けられており、適用状況は右表のとお
りです。

■ リスク・アセット計測手法

統合的リスク管理
■ 統合的リスク管理とは

自己資本管理

■ リスク資本配賦制度
●当社グループでは統合的リスク管理の
枠組みのもとで、リスク資本配賦制度を
導入しています。
●具体的には、当社グループの連結自己資
本（コア資本）をベースに、「配賦資本」を
設定し、残余部分については定量的に計
測困難なリスク等に対するバッファーと
して確保する枠組みです。
●「配賦資本」は、グループ各行へ配賦され、
月次でのモニタリング・管理を行います。

対比

対比

対比

対比

信用リスク

標準的手法

先進的内部格付手法
ふくおかフィナンシャルグループ

熊 本 銀 行※

十八親和銀行※

みんなの銀行※

十八親和銀行

みんなの銀行

福 岡 銀 行

※ふくおかフィナンシャルグループの連結自己資本比率算出上は、熊本銀行は先進的内部格付手法、十八親和銀行は基礎的内部格付手法、
　みんなの銀行は標準的手法により算定した計数を使用します。

標準的計測手法
ふくおかフィナンシャルグループ

オペレーショナル・リスク

福 岡 銀 行

熊 本 銀 行

グ
ル
ー
プ
各
行
へ
配
賦

グ
ル
ー
プ
各
行
で

リ
ス
ク・カ
テ
ゴ
リ
ー
毎
に
計
量

信用リスク

信用リスク

市場リスク

市場リスク

オペリスク

オペリスク

その他リスク

その他リスク

信用リスク

市場リスク

オペリスク
その他リスク

信用リスク
市場リスク
オペリスク
その他リスク

■ グループリスク資本配賦制度の枠組み

バッファー

配賦可能
資本

　コア資本（ベース）

配賦
資本

バッファー
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■ 当社グループにおけるリスク管理体制
　当社グループは、当社および各子銀行により構成される
「グループリスク管理委員会」を設置し、グループが抱える
さまざまなリスクの状況をモニタリングするとともに、内部
環境や外部環境の変化に即したリスク運営施策を協議して

います。
　また、グループ子銀行においても、当社と同様のリスク管
理体制を設け、当社と緊密に連携しながらグループとして統
合的なリスク管理を行っています。

当社のリスク管理組織体制

グループリスク
管理委員会

　必要に応じ
  　各部より
適宜報告・協議

［経営への報告・協議］ ［ 統 括 部 署 ］ ［ 管 理 項 目 ］

資産査定管理

顧客保護等管理

金融犯罪対策管理

不祥事件管理

防犯･防災等管理

統
合
的
リ
ス
ク
管
理

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ナ
ル・リ
ス
ク
管
理

信用リスク管理

市場リスク管理

流動性リスク管理

自己資本管理

FFG監査部 FFG監査部

各
主
管
部
署

有形資産リスク

事務リスク

風評リスク

法務リスク

労務リスク

システムリスク オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ナ
ル・リ
ス
ク
管
理

各
主
管
部
署

有形資産リスク

事務リスク

風評リスク

法務リスク

労務リスク

システムリスク

コンプライアンス
委員会

オペリスク
管理委員会

経営会議
等

　必要に応じ
　 各部より
適宜報告・協議

経営会議
等

ALM
委員会

金融犯罪対策
委員会

子銀行のリスク管理組織体制（例：福岡銀行）

報告

取

締

役

会

法 令 等 遵 守

リスク総括

リスク統括部

顧客保護等総括
クオリティ統括部

危機管理・
危機対応総括

経営企画部

資本政策総括
経営企画部

法令等遵守総括
クオリティ統括部

内部監査 内部監査

法
令
等
遵
守

子銀行の
「委員会」

［経営への報告・協議］ ［ 統 括 部 署 ］ ［ 管 理 項 目 ］

子銀行
監査部

コンプライアンス
委員会

オペリスク
管理委員会

ALM
委員会

総合企画部
危機管理・
危機対応総括
融資統括部
自己査定・
償却引当総括
リスク管理部
リスク総括
総合企画部
資本政策総括

金融犯罪対策総括
クオリティ統括部

不祥事件等総括
クオリティ統括部

顧客保護等総括
クオリティ統括部

グループ
レベルの
管理統括

管理方針等
の指示

リスク管理
情報の報告

リスク管理上
の諸事項に
係る協議

金融犯罪対策総括
クオリティ統括部

不祥事件等総括
クオリティ統括部

取

締

役

会

金融犯罪対策
委員会 資産査定管理

顧客保護等管理

金融犯罪対策管理

不祥事件管理

防犯･防災等管理

統
合
的
リ
ス
ク
管
理

信用リスク管理

市場リスク管理

流動性リスク管理

自己資本管理

法令等遵守総括
クオリティ統括部 法 令 等 遵 守

法
令
等
遵
守

リスク管理について

●「統合的リスク管理」とは、金融機関の直面するリスクに関し
て、自己資本比率の算定に含まれない与信集中リスク、
銀行勘定の金利リスク等のリスクも含めて、信用リスク、
市場リスク、オペレーショナル・リスク等のリスク・カテゴリー
毎に評価したリスクを統合的に捉え、金融機関の自己資本
と対比することによって管理を行うことをいいます。
●当社グループは、「金融機関の業務が多様化・複雑化する

中で、銀行の健全性・適切性を確保しつつ限られた資本を
有効活用することで経営の効率性や収益性を高めるため、
銀行のリスク・プロファイルを踏まえた適切な統合的リスク
管理態勢を整備・確立する」という方針のもと、各種リスクを
VaR等の統一的な尺度で計り、各種リスクを合算して、当社
グループの連結自己資本と対比することによって統合的
リスク管理を行っています。

●当社グループでは、自己資本充実度を適切に管理し、リス
クに見合った十分な自己資本を確保することにより、グ
ループ全体の業務の健全性・適切性を維持するよう努め
ています。
●具体的には、「規制資本」（自己資本比率規制上の所要自
己資本）と、「経済資本」（統合的リスク管理に基づく所要リ
スク資本）の両面から、当社グループの自己資本充実度を
モニタリングし、資本健全性に問題が生じないよう業務運

営を行っています。
●また、自己資本充実度の検証の一環として、定期的にスト
レス・テストを実施しています。これは、企業倒産や担保価
値の下落などによる信用コストの増大や、金利や為替等の
相場変動による保有有価証券の損失発生などに関し、複
数のシナリオを設定したうえで、ストレス状況下での資本
健全性を確認するもので、規制資本、経済資本の両面で実
施しています。

　自己資本比率規制におけるリスク・ア
セット計測手法については複数の選択肢
が設けられており、適用状況は右表のとお
りです。

■ リスク・アセット計測手法

統合的リスク管理
■ 統合的リスク管理とは

自己資本管理

■ リスク資本配賦制度
●当社グループでは統合的リスク管理の
枠組みのもとで、リスク資本配賦制度を
導入しています。
●具体的には、当社グループの連結自己資
本（コア資本）をベースに、「配賦資本」を
設定し、残余部分については定量的に計
測困難なリスク等に対するバッファーと
して確保する枠組みです。
●「配賦資本」は、グループ各行へ配賦され、
月次でのモニタリング・管理を行います。

対比

対比

対比

対比

信用リスク

標準的手法

先進的内部格付手法
ふくおかフィナンシャルグループ

熊 本 銀 行※

十八親和銀行※

みんなの銀行※

十八親和銀行

みんなの銀行

福 岡 銀 行

※ふくおかフィナンシャルグループの連結自己資本比率算出上は、熊本銀行は先進的内部格付手法、十八親和銀行は基礎的内部格付手法、
　みんなの銀行は標準的手法により算定した計数を使用します。

標準的計測手法
ふくおかフィナンシャルグループ

オペレーショナル・リスク

福 岡 銀 行

熊 本 銀 行

グ
ル
ー
プ
各
行
へ
配
賦

グ
ル
ー
プ
各
行
で

リ
ス
ク・カ
テ
ゴ
リ
ー
毎
に
計
量

信用リスク

信用リスク

市場リスク

市場リスク

オペリスク

オペリスク

その他リスク

その他リスク

信用リスク

市場リスク

オペリスク
その他リスク

信用リスク
市場リスク
オペリスク
その他リスク

■ グループリスク資本配賦制度の枠組み

バッファー

配賦可能
資本

　コア資本（ベース）

配賦
資本

バッファー
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信用リスク管理

■ 信用リスク管理体制

　個別与信および与信ポートフォリオ全体の信用リスクを
適切に管理するため、格付制度等に基づき与信先および
案件毎の信用リスクの程度を適切に評価するとともに

信用リスクの計量化を行い、信用リスクを定量的に把握・
管理しています。

■ 信用リスク評価・信用リスク計量化

取 締 役 会 監 査 等 委 員 会

グ ル ー プ 経 営 会 議
グ ル ー プ リ ス ク 管 理 委 員 会  等

管理・指導 監査 報告

審査部門 信用リスク管理部門 監 査 部 門

●地域別・業種別審査
●事業再生・経営改善支援
●不良債権処理

　当社グループの内部格付制度は、大きくは①債務者格付、②案件格付、③リテール・プール管理および④パラメータ推計
から構成されています。

（１）内部格付制度

子銀行 ●信用リスク管理の統括
●格付制度等の統括
●金融円滑化の統括

監 査 部

●格付の審査 ●信用リスク管理の統括
●格付制度等の統括
●金融円滑化の統括

　信用リスクとは、「信用供与先の財務状況の悪化等により、
資産（オフバランス資産を含む）の価値が減少ないし消失し
損失を被るリスク」をいいます。
　信用リスクは当社グループが保有する主要なリスクであ
り、資産の健全性を維持しつつ適正な収益をあげるうえで、
適切な信用リスク管理を行うことは銀行経営における最も
重要な課題の一つとなっています。
　当社グループの信用リスク管理は、マルチブランド、シン
グルプラットフォームという当社グループの経営展開に即
し、グループ共通の格付制度・審査手法・信用ポートフォリオ

管理手法等をグループ各行に導入し、運営しています。
　当社グループでは、グループ全体の信用リスク管理に関
する基本方針を「リスク管理方針」に定め、その方針に基づ
き与信業務を適切に運営するための基本的な考え方、判
断・行動の基準を明記した「与信の基本方針（クレジット・ポ
リシー）」をグループ各行毎に定めています。
　また、信用リスクに関するアクションプランを定めた「リス
ク管理プログラム」では、グループの信用リスク管理態勢の
強化、グループの信用ポートフォリオ運営の高度化等を掲
げています。

　信用リスク管理体制として、当社のリスク統括部がグ
ループ全体の信用リスク管理方針の策定、格付制度の管理
等、信用リスクの管理・運営を統括しています。
　個別案件の審査はグループ各行の審査所管部が、格付
制度に基づく格付審査は当社の格付審査部門である融資
部が中心となって、グループ各行の営業店とともに実施し
ます。並行与信先等に関するグループレベルの管理は当社

のリスク統括部が行います。
　監査業務は、グループ各行の各監査部署から独立した立
場の当社監査部が信用リスク管理態勢の適切性等の監査
を行います。経営への報告として、当社監査部は当社の取
締役会に、グループ各行の各監査部署は当社監査部からの
監査結果報告を受け各行の取締役会に報告しています。

●内部格付手法、自己査定及び償却・引当の業務管理
　態勢・運営状況に関する監査
●その他信用リスク管理態勢・運営状況に関する監査

格付審査部門 信用リスク管理部門

融 資 部 リ ス ク 統 括 部

自己資本管理

■リスク・ウェイト判定に使用する適格格付機関
標準的手法のリスク・ウェイト判定には下記の適格格付機関を統一的に使用しています。

　・ 株式会社格付投資情報センター（R＆I） ・ 株式会社日本格付研究所（JCR）
　・ ムーディーズ・インベスターズ・サービス（Moody's） ・ S&Pグローバル・レーティング（S&P）

■当社および福岡銀行において内部格付手法を部分的に適用していないエクスポージャーの性質、
　適切な手法に完全に移行させるための計画
　内部格付手法を適用している当社および福岡銀行において、一部の資産および関連会社について、標準的手法を適用してい
ます。
　1.内部格付手法の適用を除外する資産・関連会社

　当社および福岡銀行では、下記の資産および関連会社について、残高が極めて僅少であること、個々の債権の信用リスクの
詳細な把握に向けた取り組みがリスク管理の観点から極めて重要性に乏しいこと、信用供与を主要業務としていない事業単位
であること等の理由から、内部格付手法の適用除外とし標準的手法により信用リスク・アセットを算出しています。
　また、今後につきましても、継続的に標準的手法で算出する予定です。
　（資産）
　　・与信性を除く仮払金　・受入手数料等にかかる未収収益　　・預金に内包されているデリバティブ取引
　　・トラベラーズ・チェックおよび外貨小切手に買取等

　（関連会社）
     ふくおかフィナンシャルグループの関連子会社
　　・ 株式会社FFGベンチャービジネスパートナーズ 　  ・ iBankマーケティング株式会社
　　・ ゼロバンク・デザインファクトリー株式会社　　　　・ 株式会社FFG成長投資
　　・ 株式会社サステナブルスケール　　　　　 　　　・ FFGリース株式会社
　　・ 株式会社FFG Succession　　　　　 　　　    ・ FFG証券株式会社
　　・ 株式会社FFGビジネスコンサルティング　　　 　・ 株式会社長崎経済研究所
　　・ FFG投信株式会社　　　　　 　　       　　　   ・ FFGインダストリーズ株式会社  

     福岡銀行の関連子会社
　　・ 福銀事務サービス株式会社　　　　　　　　　　・ 福銀不動産調査株式会社
　　・ FFGコンピューターサービス株式会社　　　　　 ・ 株式会社FFGカード
　　・ 株式会社FFGほけんサービス　　　　　 　　　 ・ 株式会社R＆Dビジネスファクトリー

　2.内部格付手法の段階的適用とする関連会社
　当社では、下記の関連会社について、将来的な内部格付手法への移行を前提として段階的適用とし、標準的手法に
より信用リスク・アセットを算出しています。
　（関連会社）
     ふくおかフィナンシャルグループの関連子会社
　　・ 株式会社みんなの銀行



リスク管理への取り組み

リ
ス
ク
管
理
へ
の
取
り
組
み

29

信用リスク管理

■ 信用リスク管理体制

　個別与信および与信ポートフォリオ全体の信用リスクを
適切に管理するため、格付制度等に基づき与信先および
案件毎の信用リスクの程度を適切に評価するとともに

信用リスクの計量化を行い、信用リスクを定量的に把握・
管理しています。

■ 信用リスク評価・信用リスク計量化

取 締 役 会 監 査 等 委 員 会

グ ル ー プ 経 営 会 議
グ ル ー プ リ ス ク 管 理 委 員 会  等

管理・指導 監査 報告

審査部門 信用リスク管理部門 監 査 部 門

●地域別・業種別審査
●事業再生・経営改善支援
●不良債権処理

　当社グループの内部格付制度は、大きくは①債務者格付、②案件格付、③リテール・プール管理および④パラメータ推計
から構成されています。

（１）内部格付制度

子銀行 ●信用リスク管理の統括
●格付制度等の統括
●金融円滑化の統括

監 査 部

●格付の審査 ●信用リスク管理の統括
●格付制度等の統括
●金融円滑化の統括

　信用リスクとは、「信用供与先の財務状況の悪化等により、
資産（オフバランス資産を含む）の価値が減少ないし消失し
損失を被るリスク」をいいます。
　信用リスクは当社グループが保有する主要なリスクであ
り、資産の健全性を維持しつつ適正な収益をあげるうえで、
適切な信用リスク管理を行うことは銀行経営における最も
重要な課題の一つとなっています。
　当社グループの信用リスク管理は、マルチブランド、シン
グルプラットフォームという当社グループの経営展開に即
し、グループ共通の格付制度・審査手法・信用ポートフォリオ

管理手法等をグループ各行に導入し、運営しています。
　当社グループでは、グループ全体の信用リスク管理に関
する基本方針を「リスク管理方針」に定め、その方針に基づ
き与信業務を適切に運営するための基本的な考え方、判
断・行動の基準を明記した「与信の基本方針（クレジット・ポ
リシー）」をグループ各行毎に定めています。
　また、信用リスクに関するアクションプランを定めた「リス
ク管理プログラム」では、グループの信用リスク管理態勢の
強化、グループの信用ポートフォリオ運営の高度化等を掲
げています。

　信用リスク管理体制として、当社のリスク統括部がグ
ループ全体の信用リスク管理方針の策定、格付制度の管理
等、信用リスクの管理・運営を統括しています。
　個別案件の審査はグループ各行の審査所管部が、格付
制度に基づく格付審査は当社の格付審査部門である融資
部が中心となって、グループ各行の営業店とともに実施し
ます。並行与信先等に関するグループレベルの管理は当社

のリスク統括部が行います。
　監査業務は、グループ各行の各監査部署から独立した立
場の当社監査部が信用リスク管理態勢の適切性等の監査
を行います。経営への報告として、当社監査部は当社の取
締役会に、グループ各行の各監査部署は当社監査部からの
監査結果報告を受け各行の取締役会に報告しています。

●内部格付手法、自己査定及び償却・引当の業務管理
　態勢・運営状況に関する監査
●その他信用リスク管理態勢・運営状況に関する監査

格付審査部門 信用リスク管理部門

融 資 部 リ ス ク 統 括 部

自己資本管理

■リスク・ウェイト判定に使用する適格格付機関
標準的手法のリスク・ウェイト判定には下記の適格格付機関を統一的に使用しています。

　・ 株式会社格付投資情報センター（R＆I） ・ 株式会社日本格付研究所（JCR）
　・ ムーディーズ・インベスターズ・サービス（Moody's） ・ S&Pグローバル・レーティング（S&P）

■当社および福岡銀行において内部格付手法を部分的に適用していないエクスポージャーの性質、
　適切な手法に完全に移行させるための計画
　内部格付手法を適用している当社および福岡銀行において、一部の資産および関連会社について、標準的手法を適用してい
ます。
　1.内部格付手法の適用を除外する資産・関連会社

　当社および福岡銀行では、下記の資産および関連会社について、残高が極めて僅少であること、個々の債権の信用リスクの
詳細な把握に向けた取り組みがリスク管理の観点から極めて重要性に乏しいこと、信用供与を主要業務としていない事業単位
であること等の理由から、内部格付手法の適用除外とし標準的手法により信用リスク・アセットを算出しています。
　また、今後につきましても、継続的に標準的手法で算出する予定です。
　（資産）
　　・与信性を除く仮払金　・受入手数料等にかかる未収収益　　・預金に内包されているデリバティブ取引
　　・トラベラーズ・チェックおよび外貨小切手に買取等

　（関連会社）
     ふくおかフィナンシャルグループの関連子会社
　　・ 株式会社FFGベンチャービジネスパートナーズ 　  ・ iBankマーケティング株式会社
　　・ ゼロバンク・デザインファクトリー株式会社　　　　・ 株式会社FFG成長投資
　　・ 株式会社サステナブルスケール　　　　　 　　　・ FFGリース株式会社
　　・ 株式会社FFG Succession　　　　　 　　　    ・ FFG証券株式会社
　　・ 株式会社FFGビジネスコンサルティング　　　 　・ 株式会社長崎経済研究所
　　・ FFG投信株式会社　　　　　 　　       　　　   ・ FFGインダストリーズ株式会社  

     福岡銀行の関連子会社
　　・ 福銀事務サービス株式会社　　　　　　　　　　・ 福銀不動産調査株式会社
　　・ FFGコンピューターサービス株式会社　　　　　 ・ 株式会社FFGカード
　　・ 株式会社FFGほけんサービス　　　　　 　　　 ・ 株式会社R＆Dビジネスファクトリー

　2.内部格付手法の段階的適用とする関連会社
　当社では、下記の関連会社について、将来的な内部格付手法への移行を前提として段階的適用とし、標準的手法に
より信用リスク・アセットを算出しています。
　（関連会社）
     ふくおかフィナンシャルグループの関連子会社
　　・ 株式会社みんなの銀行
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債 務 者 格 付
格付
ランク リスクの程度

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

リスク無

リスク僅少

リスク小

平均比良好

平均的水準

許容範囲

平均比低位

要注意１

要注意2

破綻懸念

実質破綻

破綻

債務償還の確実性は最高水準であり、かつ安定している

債務償還の確実性は極めて高く、かつ安定している

債務償還の確実性は高く、かつ安定している

債務償還の確実性は十分であるが、将来低下する可能性が存在する

債務償還の確実性は当面問題ないが、将来低下する可能性がある

債務償還の確実性は当面問題ないが、将来低下する可能性が高い

債務償還の確実性は現状問題ないが、将来低下する懸念がある

債務償還上問題が顕在化しており、今後の管理に注意を要する

債務償還上重大な問題が顕在化しており、今後の管理に細心の注意を要する

経営難の状況にあり、今後経営破綻に陥る可能性が大きい

法的・形式的な破綻には至っていないが、実質的に経営破綻の状態にある

法的・形式的な破綻となっている

非
デ
フ
ォ
ル
ト

非
デ
フ
ォ
ル
ト

正常先

要注意先

破綻懸念先

実質破綻先

破綻先

破産更生債権
およびこれらに
準ずる債権

正常債権

要管理債権

危険債権

デ
フ
ォ
ル
ト

デ
フ
ォ
ル
ト

　以下のいずれかに該当
　　・3カ月以上延滞している貸出債権がある先
　　・貸出条件緩和債権がある先

定　　　　義
債務者区分

（注1）
債権区分
（注2）

デフォルト区分
償却
・引当

内部格付
手法

（注3）

事業法人向けエクスポージャー
ソブリン向けエクスポージャー

金融機関等向けエクスポージャー

株式等エクスポージャー
特定貸付債権
証券化エクスポージャー
居住用不動産向けエクスポージャー
適格リボルビング型リテール向け
エクスポージャー
その他リテール向けエクスポージャー
（事業性）
その他リテール向けエクスポージャー
（消費性）

法人や個人事業主に対する事業性の貸出金や債券 等
国、地方公共団体等に対する貸出金や債券 等

株式、出資金 等
不動産ノンリコースローン、プロジェクトファイナンス 等
CMBS 、小口多数の金銭債権プールを裏付けとしたABL ・信託受益権 等
住宅ローン

カードローン、キャッシング、ショッピング

消費性ローン（オートローン、学資ローン等）

資 産 区 分

案
件
格
付

債
務
者
格
付

リ
テ
ー
ル
・

プ
ー
ル
管
理

エ ク ス ポ ー ジ ャ ー の 種 類 パラメータ
推計

PD
LGD

PD
LGD
EAD

格付
手法

銀行に対する預け金、コールローン 等
証券会社に対する貸出金 等

事業性の与信残高が一定未満の先に対する貸出金 等
（アパート・ローン、小口事業貸出商品等）

　与信先の債務履行の確実性を表すもので、財務内容の情報
をスコアリングした結果等に基づいて事業法人等を対象に付
与します。債務者格付は少なくとも年１回は定期的に見直すほ
か、与信先の信用状況に変化があれば随時見直しを行うこと
で、個々の与信先やポートフォリオの状況を適時に把握できる

ようにしています。
　また、この債務者格付は、法令等に基づく「債務者区分」（注1）
や「債権区分」（注2）等とリンクしているほか、自己査定および償
却・引当の基礎としても使用するもので、信用リスク管理の中
核として位置付けています。

①債務者格付

■ 債務者格付と債務者区分、債権区分、内部格付手法のデフォルト区分との対応関係

（注1） 金融庁が2019年12月に公表した「検査マニュアル廃止後の融資に関する検査・監督の考え方と進め方の別紙」に基づく、与信先の債務返済能力等に応じた区分です。 
（注2） 「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」第６条の規定により、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第４条に定める資産の査

定の基準に基づき求められている、債務者の財政状態および経営成績等を基礎とする区分です。
（注3） 破綻懸念先は、その一部をデフォルトとして認識しています。

信用リスク管理
■ 内部格付制度体系

　規程に則った格付制度の運用が、格付審査部門や営業店において行われていることを適宜検証しているほか、格付制度や格付モ
デル等の客観性、有意性、適切性等について定期的に検証を行い、格付制度やモデルの調整・改定の要否などについての必要な対
応を検討する態勢としています。

　当社グループでは、内部格付制度の管理と検証について以下の態勢を構築しています。

（2）内部格付制度の管理と検証手続

①債務者格付

　デフォルト案件の回収実績データを継続的に蓄積することで、案件格付と回収実績を比較し、案件格付の検証を実施できる態勢と
しています。

②案件格付

　リテール・プール区分の精度、およびプールの序列やプールごとのパラメータ推計値の安定性、リテール・プール区分の調整・改定
の要否など、必要な対応を検討する態勢としています。

③リテール・プール管理

　信用リスクを合理的に把握し、自己資本政策の効率的運用と適切な与信条件の提示のために、信用リスクの計量化を実施
しています。この計算結果を基に、リスク資本の配賦や与信ポートフォリオ管理を実施しています。

（3）信用リスク計量化

　パラメータ推計値の正確性や一貫性等についてバック・テスティング（二項検定、正規検定等）により検証を行い、パラメータ推計
値の調整や推計手法の改定の要否など、必要な対応を検討する態勢としています。

④パラメータ推計

ＰＤプール区分

LGDプール区分

EADプール区分

延滞の状況、取引先の属性や取引状況、商品の種類等により、デフォルトの可能性に応じたプールに区分しています。

担保の状況、商品の種類、残高等により、損失の可能性に応じたプールに区分しています。

商品の種類、延滞の状況、極度枠の利用状況等により、デフォルト時の追加引出の
可能性に応じたプールに区分しています。

居住用不動産向け
エクスポージャー

適格リボルビング型
リテール向け

エクスポージャー 事業性 消費性
資産区分

プール区分
その他リテール向けエクスポージャー

　事業法人等を対象に、保全状況等に基づいて案件格付を付与し、与信案件ごとの回収確実性を把握します。
②案件格付

③リテール・プール管理

④パラメータ推計

　リテール向けエクスポージャーについて、リスク特性が類似
したプール区分を設定し、各エクスポージャーをプール区分に
割当てることにより、プール単位での信用リスク管理を行うも
のです。
　具体的には、４つの資産区分等（居住用不動産向けエクス
ポージャー、適格リボルビング型リテール向けエクスポー

ジャー、その他リテール向けエクスポージャー（事業性）、その他
リテール向けエクスポージャー（消費性））ごとに、リスク特性に
応じてPD・LGD・EADの似通ったプール区分を設定した上で、
各エクスポージャーを当該プールに割当て、リテール・ポート
フォリオの信用リスクの状況を把握します。

　事業法人等エクスポージャーについてPD・LGDを、リテール
向けエクスポージャーについてPD・LGD・EADを推計し、自己
資本比率計算での利用以外に、同一のパラメータ値により信
用リスク計量を行っています。
　また、事業法人等については、同一のデータソースを用いて

償却・引当等に用いるＰＤ値を算定しています。
　各パラメータは、原則として過去7年以上の実績データを基
に、推計誤差や景気変動を勘案した値を算定しています。パラ
メータの推計値は、原則として年１回以上のサイクルで検証を
行い、必要に応じて見直しを行う態勢としています。

■ リテール・プール区分の概要



リスク管理への取り組み

リ
ス
ク
管
理
へ
の
取
り
組
み

31

債 務 者 格 付
格付
ランク リスクの程度

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

リスク無

リスク僅少

リスク小

平均比良好

平均的水準

許容範囲

平均比低位

要注意１

要注意2

破綻懸念

実質破綻

破綻

債務償還の確実性は最高水準であり、かつ安定している

債務償還の確実性は極めて高く、かつ安定している

債務償還の確実性は高く、かつ安定している

債務償還の確実性は十分であるが、将来低下する可能性が存在する

債務償還の確実性は当面問題ないが、将来低下する可能性がある

債務償還の確実性は当面問題ないが、将来低下する可能性が高い

債務償還の確実性は現状問題ないが、将来低下する懸念がある

債務償還上問題が顕在化しており、今後の管理に注意を要する

債務償還上重大な問題が顕在化しており、今後の管理に細心の注意を要する

経営難の状況にあり、今後経営破綻に陥る可能性が大きい

法的・形式的な破綻には至っていないが、実質的に経営破綻の状態にある

法的・形式的な破綻となっている

非
デ
フ
ォ
ル
ト

非
デ
フ
ォ
ル
ト

正常先

要注意先

破綻懸念先

実質破綻先

破綻先

破産更生債権
およびこれらに
準ずる債権

正常債権

要管理債権

危険債権

デ
フ
ォ
ル
ト

デ
フ
ォ
ル
ト

　以下のいずれかに該当
　　・3カ月以上延滞している貸出債権がある先
　　・貸出条件緩和債権がある先

定　　　　義
債務者区分

（注1）
債権区分
（注2）

デフォルト区分
償却
・引当

内部格付
手法

（注3）

事業法人向けエクスポージャー
ソブリン向けエクスポージャー

金融機関等向けエクスポージャー

株式等エクスポージャー
特定貸付債権
証券化エクスポージャー
居住用不動産向けエクスポージャー
適格リボルビング型リテール向け
エクスポージャー
その他リテール向けエクスポージャー
（事業性）
その他リテール向けエクスポージャー
（消費性）

法人や個人事業主に対する事業性の貸出金や債券 等
国、地方公共団体等に対する貸出金や債券 等

株式、出資金 等
不動産ノンリコースローン、プロジェクトファイナンス 等
CMBS 、小口多数の金銭債権プールを裏付けとしたABL ・信託受益権 等
住宅ローン

カードローン、キャッシング、ショッピング

消費性ローン（オートローン、学資ローン等）

資 産 区 分

案
件
格
付

債
務
者
格
付

リ
テ
ー
ル
・

プ
ー
ル
管
理

エ ク ス ポ ー ジ ャ ー の 種 類 パラメータ
推計

PD
LGD

PD
LGD
EAD

格付
手法

銀行に対する預け金、コールローン 等
証券会社に対する貸出金 等

事業性の与信残高が一定未満の先に対する貸出金 等
（アパート・ローン、小口事業貸出商品等）

　与信先の債務履行の確実性を表すもので、財務内容の情報
をスコアリングした結果等に基づいて事業法人等を対象に付
与します。債務者格付は少なくとも年１回は定期的に見直すほ
か、与信先の信用状況に変化があれば随時見直しを行うこと
で、個々の与信先やポートフォリオの状況を適時に把握できる

ようにしています。
　また、この債務者格付は、法令等に基づく「債務者区分」（注1）
や「債権区分」（注2）等とリンクしているほか、自己査定および償
却・引当の基礎としても使用するもので、信用リスク管理の中
核として位置付けています。

①債務者格付

■ 債務者格付と債務者区分、債権区分、内部格付手法のデフォルト区分との対応関係

（注1） 金融庁が2019年12月に公表した「検査マニュアル廃止後の融資に関する検査・監督の考え方と進め方の別紙」に基づく、与信先の債務返済能力等に応じた区分です。 
（注2） 「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」第６条の規定により、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第４条に定める資産の査

定の基準に基づき求められている、債務者の財政状態および経営成績等を基礎とする区分です。
（注3） 破綻懸念先は、その一部をデフォルトとして認識しています。

信用リスク管理
■ 内部格付制度体系

　規程に則った格付制度の運用が、格付審査部門や営業店において行われていることを適宜検証しているほか、格付制度や格付モ
デル等の客観性、有意性、適切性等について定期的に検証を行い、格付制度やモデルの調整・改定の要否などについての必要な対
応を検討する態勢としています。

　当社グループでは、内部格付制度の管理と検証について以下の態勢を構築しています。

（2）内部格付制度の管理と検証手続

①債務者格付

　デフォルト案件の回収実績データを継続的に蓄積することで、案件格付と回収実績を比較し、案件格付の検証を実施できる態勢と
しています。

②案件格付

　リテール・プール区分の精度、およびプールの序列やプールごとのパラメータ推計値の安定性、リテール・プール区分の調整・改定
の要否など、必要な対応を検討する態勢としています。

③リテール・プール管理

　信用リスクを合理的に把握し、自己資本政策の効率的運用と適切な与信条件の提示のために、信用リスクの計量化を実施
しています。この計算結果を基に、リスク資本の配賦や与信ポートフォリオ管理を実施しています。

（3）信用リスク計量化

　パラメータ推計値の正確性や一貫性等についてバック・テスティング（二項検定、正規検定等）により検証を行い、パラメータ推計
値の調整や推計手法の改定の要否など、必要な対応を検討する態勢としています。

④パラメータ推計

ＰＤプール区分

LGDプール区分

EADプール区分

延滞の状況、取引先の属性や取引状況、商品の種類等により、デフォルトの可能性に応じたプールに区分しています。

担保の状況、商品の種類、残高等により、損失の可能性に応じたプールに区分しています。

商品の種類、延滞の状況、極度枠の利用状況等により、デフォルト時の追加引出の
可能性に応じたプールに区分しています。

居住用不動産向け
エクスポージャー

適格リボルビング型
リテール向け

エクスポージャー 事業性 消費性
資産区分

プール区分
その他リテール向けエクスポージャー

　事業法人等を対象に、保全状況等に基づいて案件格付を付与し、与信案件ごとの回収確実性を把握します。
②案件格付

③リテール・プール管理

④パラメータ推計

　リテール向けエクスポージャーについて、リスク特性が類似
したプール区分を設定し、各エクスポージャーをプール区分に
割当てることにより、プール単位での信用リスク管理を行うも
のです。
　具体的には、４つの資産区分等（居住用不動産向けエクス
ポージャー、適格リボルビング型リテール向けエクスポー

ジャー、その他リテール向けエクスポージャー（事業性）、その他
リテール向けエクスポージャー（消費性））ごとに、リスク特性に
応じてPD・LGD・EADの似通ったプール区分を設定した上で、
各エクスポージャーを当該プールに割当て、リテール・ポート
フォリオの信用リスクの状況を把握します。

　事業法人等エクスポージャーについてPD・LGDを、リテール
向けエクスポージャーについてPD・LGD・EADを推計し、自己
資本比率計算での利用以外に、同一のパラメータ値により信
用リスク計量を行っています。
　また、事業法人等については、同一のデータソースを用いて

償却・引当等に用いるＰＤ値を算定しています。
　各パラメータは、原則として過去7年以上の実績データを基
に、推計誤差や景気変動を勘案した値を算定しています。パラ
メータの推計値は、原則として年１回以上のサイクルで検証を
行い、必要に応じて見直しを行う態勢としています。

■ リテール・プール区分の概要
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■ 個別与信管理の枠組み

■ 担保・保証による信用リスクの削減

①標準的手法
以下の信用リスク削減手法を勘案しています。
いずれも、契約書を締結し、対象物件の占有や登記等による法的有効性を確保しています。
1.貸出金との相殺が可能な自行預金（一定要件を満たした定期預金などが対象で、貸出金、預金とも残高、期日等を日次
で把握しています）
2.適格金融資産担保（預金、国債、上場株式・債券等で、価格変動が生じる上場株式・債券等については、日次での評価見
直しが可能なものに限定しています）
3.保証（主な保証人は、国、地方公共団体、信用保証協会です。そのほか、適格格付機関が格付を付与している場合も、信
用リスク削減効果を勘案しています）およびクレジット・デリバティブ（主な取引相手は、銀行、証券会社です）
4.派生商品取引（外国為替関連取引、金利関連取引等）およびレポ形式の取引（現金担保付債券貸借取引等）における相
対ネッティング契約

②基礎的内部格付手法（一部のエクスポージャーに適用）
上記の1～4に加え、以下の信用リスク削減手法を勘案しています。
5.適格資産担保（不動産担保、船舶担保等）
6.保証およびクレジット・デリバティブ（債務者格付ランクを付与している場合）

③先進的内部格付手法
上記の2～6の信用リスク削減手法を勘案しています。
※自行預金はLGD推計において勘案しております。

■自己資本比率計算における信用リスク削減手法の適用

　個別案件の審査にあたっては、事業計画の妥当性や資金
使途の確認、返済財源の把握、技術開発力・商品等の競争
優位性、経営管理など幅広い観点から分析・評価を行い、併
せて担保等による債権保全の妥当性を検証するなど営業
店および本部審査部門双方の段階において、的確かつ厳
正な与信判断を行っています。さらに、与信後においても、
各種信用情報の収集、業界動向の分析、財務データの更
新・分析、格付判定による業態の把握、担保評価の定期的
な洗い替え、延滞管理の強化などのフォロー管理を徹底し、

不良債権発生についての予防的な管理、発生時の迅速か
つ適切な対応に努めています。
　本部審査部門では、業種や信用状況に応じた担当割りを
行い、きめ細かな案件審査や営業店指導を行うとともに、本
部・営業店間の情報交換を緊密に行い、与信先の業態の変
化などに即応できる体制をとっています。
　また、人財の育成とノウハウの蓄積を進めるとともに、外
部機関等との連携体制を構築するなど、経営改善の早期実
現に取り組んでいます。

　当社グループでは、与信取り組みに際し担保・保証に安
易に依存することなく、お取引先の経営状態、資金使途、返
済能力等を総合的に勘案した与信判断を行っていますが、
お取引先の業況変化等を完全に予測することは不可能で
あり、不測の事態への備えとして担保・保証による信用リス
クの削減を補完的に行うことは重要であると考えています。
　自己査定や償却引当、先進的内部格付手法による自己
資本比率算出における主要な信用リスク削減効果は、国、
地方公共団体、信用保証協会等の信用リスクが低い先によ
る保証、および不動産等の担保によるものです。 
　不動産担保については、営業部門から独立した当社グ

ループ会社の福銀不動産調査株式会社が評価を行ってい
ます。同社では、原価法・取引事例比較法・収益還元法など
を物件特性等に応じ適用し、定期的な評価見直しによる不
動産価格変動等の反映、ゴルフ場など特殊大型物件につい
ての不動産鑑定士の評価取得など、精度の高い評価を行っ
ています。
　また、自己資本充実度管理を行う上で、地価下落等によ
る担保価値変動リスクを織り込んだストレス・テストのシナリ
オを設定し、不動産担保へのリスク集中の影響を勘案して
います。

信用リスク管理
■ 与信ポートフォリオ管理の枠組み

派生商品取引および長期決済期間取引にかかるリスク管理
■ リスク資本および与信限度枠の割当方法に関する方針

■ 担保による保全および引当金の算定に関する方針

　「リスク資本配賦制度」において、信用リスクに対するリスク量の枠（配賦リスク資本）を設定し、月次でリスク資本の使用状
況をモニタリングし、適切なリスクコントロールに努めています。

（１）自己資本の範囲内での適切なリスクコントロール

　特定先や特定業種への与信集中を制御するために、大口与信先（グループ）に対する与信残高アラームラインの設定、与信
が比較的集中している業種に対する与信集中業種の指定のほか、危険度が比較的高いと認められた業種を特定業種として
指定し、特段の注意をもって与信管理を行っています。

（2）集中リスクの抑制

　信用リスクは、景気の変動等により、業種など共通の特
性を持つグループに集中して顕在化する場合があります。
このため、与信のポートフォリオが特定の業種や地域等に
偏っていると、経済社会の循環的・構造的な変動により予想
外に多額の損失を被る可能性があります。

　こうした潜在的な損失リスクは、個別の与信先に対する
管理のみでは捕捉することが困難であり、業種別のデフォ
ルトの変動特性などを加味してリスクを計量化する等によ
り、ポートフォリオとしての管理を行う必要があります。

　派生商品取引等のリスク管理については、統合的リスク
管理の枠組みに従い、派生商品取引等の種類に応じたリス
クを適切に把握した上で、リスク量の上限を設定しています。
なお、統合的リスク管理の状況については、月次でグループ
リスク管理委員会に報告しています。

　また、派生商品取引等の経常的な取引相手となる金融機
関には、その信用力に応じた取引限度額（SA-CCRにより
算出した信用リスク相当額）を設定し、その遵守状況を月次
でグループリスク管理委員会に報告しています。

　経常的に派生商品取引等の相手先となる主要な金融機
関との間でCSA契約（デリバティブ担保契約）を締結してお
り、相手先の信用力や取引状況に応じて担保を徴求するこ
とにより保全の強化を図っています。（外部格付の低下や取

引状況の変化等により、同契約に従って担保を追加的に提
供することが必要となる可能性もありますが、影響は限定
的と認識しています）
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■ 個別与信管理の枠組み

■ 担保・保証による信用リスクの削減

①標準的手法
以下の信用リスク削減手法を勘案しています。
いずれも、契約書を締結し、対象物件の占有や登記等による法的有効性を確保しています。
1.貸出金との相殺が可能な自行預金（一定要件を満たした定期預金などが対象で、貸出金、預金とも残高、期日等を日次
で把握しています）
2.適格金融資産担保（預金、国債、上場株式・債券等で、価格変動が生じる上場株式・債券等については、日次での評価見
直しが可能なものに限定しています）
3.保証（主な保証人は、国、地方公共団体、信用保証協会です。そのほか、適格格付機関が格付を付与している場合も、信
用リスク削減効果を勘案しています）およびクレジット・デリバティブ（主な取引相手は、銀行、証券会社です）
4.派生商品取引（外国為替関連取引、金利関連取引等）およびレポ形式の取引（現金担保付債券貸借取引等）における相
対ネッティング契約

②基礎的内部格付手法（一部のエクスポージャーに適用）
上記の1～4に加え、以下の信用リスク削減手法を勘案しています。
5.適格資産担保（不動産担保、船舶担保等）
6.保証およびクレジット・デリバティブ（債務者格付ランクを付与している場合）

③先進的内部格付手法
上記の2～6の信用リスク削減手法を勘案しています。
※自行預金はLGD推計において勘案しております。

■自己資本比率計算における信用リスク削減手法の適用

　個別案件の審査にあたっては、事業計画の妥当性や資金
使途の確認、返済財源の把握、技術開発力・商品等の競争
優位性、経営管理など幅広い観点から分析・評価を行い、併
せて担保等による債権保全の妥当性を検証するなど営業
店および本部審査部門双方の段階において、的確かつ厳
正な与信判断を行っています。さらに、与信後においても、
各種信用情報の収集、業界動向の分析、財務データの更
新・分析、格付判定による業態の把握、担保評価の定期的
な洗い替え、延滞管理の強化などのフォロー管理を徹底し、

不良債権発生についての予防的な管理、発生時の迅速か
つ適切な対応に努めています。
　本部審査部門では、業種や信用状況に応じた担当割りを
行い、きめ細かな案件審査や営業店指導を行うとともに、本
部・営業店間の情報交換を緊密に行い、与信先の業態の変
化などに即応できる体制をとっています。
　また、人財の育成とノウハウの蓄積を進めるとともに、外
部機関等との連携体制を構築するなど、経営改善の早期実
現に取り組んでいます。

　当社グループでは、与信取り組みに際し担保・保証に安
易に依存することなく、お取引先の経営状態、資金使途、返
済能力等を総合的に勘案した与信判断を行っていますが、
お取引先の業況変化等を完全に予測することは不可能で
あり、不測の事態への備えとして担保・保証による信用リス
クの削減を補完的に行うことは重要であると考えています。
　自己査定や償却引当、先進的内部格付手法による自己
資本比率算出における主要な信用リスク削減効果は、国、
地方公共団体、信用保証協会等の信用リスクが低い先によ
る保証、および不動産等の担保によるものです。 
　不動産担保については、営業部門から独立した当社グ

ループ会社の福銀不動産調査株式会社が評価を行ってい
ます。同社では、原価法・取引事例比較法・収益還元法など
を物件特性等に応じ適用し、定期的な評価見直しによる不
動産価格変動等の反映、ゴルフ場など特殊大型物件につい
ての不動産鑑定士の評価取得など、精度の高い評価を行っ
ています。
　また、自己資本充実度管理を行う上で、地価下落等によ
る担保価値変動リスクを織り込んだストレス・テストのシナリ
オを設定し、不動産担保へのリスク集中の影響を勘案して
います。

信用リスク管理
■ 与信ポートフォリオ管理の枠組み

派生商品取引および長期決済期間取引にかかるリスク管理
■ リスク資本および与信限度枠の割当方法に関する方針

■ 担保による保全および引当金の算定に関する方針

　「リスク資本配賦制度」において、信用リスクに対するリスク量の枠（配賦リスク資本）を設定し、月次でリスク資本の使用状
況をモニタリングし、適切なリスクコントロールに努めています。

（１）自己資本の範囲内での適切なリスクコントロール

　特定先や特定業種への与信集中を制御するために、大口与信先（グループ）に対する与信残高アラームラインの設定、与信
が比較的集中している業種に対する与信集中業種の指定のほか、危険度が比較的高いと認められた業種を特定業種として
指定し、特段の注意をもって与信管理を行っています。

（2）集中リスクの抑制

　信用リスクは、景気の変動等により、業種など共通の特
性を持つグループに集中して顕在化する場合があります。
このため、与信のポートフォリオが特定の業種や地域等に
偏っていると、経済社会の循環的・構造的な変動により予想
外に多額の損失を被る可能性があります。

　こうした潜在的な損失リスクは、個別の与信先に対する
管理のみでは捕捉することが困難であり、業種別のデフォ
ルトの変動特性などを加味してリスクを計量化する等によ
り、ポートフォリオとしての管理を行う必要があります。

　派生商品取引等のリスク管理については、統合的リスク
管理の枠組みに従い、派生商品取引等の種類に応じたリス
クを適切に把握した上で、リスク量の上限を設定しています。
なお、統合的リスク管理の状況については、月次でグループ
リスク管理委員会に報告しています。

　また、派生商品取引等の経常的な取引相手となる金融機
関には、その信用力に応じた取引限度額（SA-CCRにより
算出した信用リスク相当額）を設定し、その遵守状況を月次
でグループリスク管理委員会に報告しています。

　経常的に派生商品取引等の相手先となる主要な金融機
関との間でCSA契約（デリバティブ担保契約）を締結してお
り、相手先の信用力や取引状況に応じて担保を徴求するこ
とにより保全の強化を図っています。（外部格付の低下や取

引状況の変化等により、同契約に従って担保を追加的に提
供することが必要となる可能性もありますが、影響は限定
的と認識しています）
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■ リスク管理の方針およびリスク特性の概要、体制の整備およびその運用状況の概要

証券化エクスポージャー

■ 証券化取引に関する会計方針
　当社グループは、「金融商品会計に関する実務指針」等に則り、適正な会計処理を行っています。

■自己資本比率計算における信用リスク・アセット額の算出に使用する方式の名称
　投資家となっている証券化取引については「外部格付準拠方式」及び「標準的手法準拠方式」により信用リスク・アセット額を
算出しています。

　当社グループは、投資家として証券化商品への投資を
行っています。なお、オリジネーターとしての証券化エクス
ポージャーはありません。
　投資家としての証券化取引は、証券化商品を保有するこ
とにより、信用リスク、市場リスクおよび一定の環境の下で
売却が困難になるなどの流動性リスク（市場流動性リスク）
を有していますが、当社グループではこれらのリスクを次の
とおり管理しています。
　まず、証券化商品への投資を行う際の投資基準として、
他の商品との合算または必要に応じて商品単位で信用リス
ク、市場リスクおよび市場流動性リスクといった特性を踏ま
えて投資限度枠等を定めた「市場取引運用基準」や、投資で
きる証券化商品の種類や投資対象の内部格付の下限等の
投資条件を定めた「投資要領」等を制定し、これらの基準の
範囲内で投資を行っています。
　次に証券化取引では、信用リスクを資産の保有者（オリジ
ネーター）から切り離すことを目的にさまざまな仕組み（スト

ラクチャー）が組み込まれているため、個々の投資に際して
は、「仕組みの分析」、「裏付資産の分析」および「補完機能の
確認」等を含め、取引に内在する諸リスクを適切に把握・評
価した上で、担当役員等の決定を受けて取り組んでいます。
なお、再証券化取引については、原則として当面の間、取り
組まない方針です。
　取り組み後についても、フロントおよびミドル部門が、証
券化エクスポージャーの構造上の特性を把握し、証券化エ
クスポージャーやその裏付資産について、包括的なリスク特
性やパフォーマンスに係る情報を適時かつ継続的に把握す
るための体制を整備しています。また、定期的に格付変動の
有無や時価の変動状況、トリガー条項（含む償還方法の変
更）や誓約事項（コベナンツ）への抵触状況、裏付資産の状
況および商品の市場流動性の状況といった諸リスクをモニ
タリングし、定期的にまたは必要に応じてALM委員会等に
報告するなど、適切なリスク管理態勢を整備しています。

■ 自己資本比率計算におけるCVAリスク相当額の算出に使用する手法

CVAリスク管理

　当社グループでは、店頭デリバティブ取引における、金利スワップ、通貨スワップ、クーポンスワップ、先物為替、通貨オプ
ション、CDS等をCVAの算定対象取引としており、全ての対象取引について「限定的なBA‐CVA」によりCVAリスク相当額
を算出しています。

■ CVAリスクの特性およびCVAに関するリスク管理体制の概要
　CVAは、クレジット・スプレッドその他の指標の市場変動により変動するリスクを有しています。
　CVAに関するリスクについては、統合的リスク管理におけるリスク資本配賦制度や自己資本充実度の検証の一環として
のストレス・テストへ反映させること等を通じて管理の高度化に努めています。
　また、リスクアペタイト方針において、CVAを考慮したプライシングにより、十分な採算の確保に努めることを掲げる等、
適切な運用によりリスクの低減を図っています。なお、CVAを通じたP/Lへの影響は限定的であるため、ヘッジは現状行って
おらず、当面行う予定もありません。

■ 当社グループの市場リスク管理

■ グループ各行の市場リスク管理

市場リスク管理

（注）VaRは、一定の確率のもとで発生し得る予想最大損失額を表しています。

（注）10BPVは、金利が0.1％変動した場合の評価損益変動額を表しています。

（注1）ΔEVEとは、金利ショックを与えた場合の経済価値の減少額を表しています。
（注2）ΔNIIとは、金利ショックを与えた場合の算出基準日から12カ月を経過する

日までの間の期間収益の減少額を表しています。

　当社グループでは、市場リスクを「金利、為替および株式
等のさまざまな市場のリスク・ファクターの変動により、
資産・負債（オフバランスを含む）の価値が変動し損失を被
るリスク、資産・負債から生み出される収益が変動し損失を

被るリスク」と定義しています。
　当社グループの市場リスクは、以下のように統括して管
理しています。

　当社グループでは、取締役会が市場リスク管理にかかる
基本方針を制定しています。この基本方針を踏まえ、グルー
プリスク管理委員会においてALM運営を含めた市場リスク
の管理方針を決定し、施策の実施状況およびリスクの状況
に関するモニタリングを通じて、グループ全体のリスクを
コントロールする体制としています。
　また、当社のリスク管理部門は、グループ各行の市場リス
ク管理部門からの報告に基づき、グループ全体の市場リス
クおよび市場リスク管理の状況を把握・分析し、グループ各

行の市場リスク管理部門へのリスク管理態勢にかかる助言、
取締役会等に対する定期報告を実施する体制としています。
　具体的には、グループ各行のリスク・プロファイルを勘案
して配賦したリスク資本と整合させて設定した各種リスク
限度枠の運用状況をモニタリングするなどして、市場リスク
を管理しています。このリスク限度枠の設定については、ト
レーディング部門、バンキング部門ともVaR（注）を共通の尺
度としています。

　グループ各行の取締役会は、当社が定めた「市場リスク
管理方針」を踏まえた基本方針および具体的管理方法を定
めた管理規則を制定し、行内の関連部署に周知させ遵守す
る態勢を整えています。
　グループ各行では、ALM委員会においてマーケット環境
の変化に対する機動的かつ具体的な対応策を協議し、グ
ループリスク管理委員会に諮ります。
　グループ各行のリスク限度枠等については、当社から配賦
されたリスク資本額やその他市場リスク管理に必要な限度
枠を常務会等で設定し、半期に一度、見直しを行っています。
　市場取引にかかる組織は、市場取引部門（フロント・オフィ

ス）、リスク管理部門（ミドル・オフィス）、事務管理部門（バッ
ク・オフィス）の3部門を明確に分離することで、相互牽制の
徹底を図っています。
　リスク管理部門は、VaRや10BPV（ベーシス・ポイント・バ
リュー）（注）を用いたリスクの計測および規程の遵守状況の
モニタリングを行い、当社のリスク管理部門、グループ各行
のリスク管理部門担当役員に対しトレーディング取引およ
びバンキング取引の状況について月次で報告するとともに、
グループリスク管理委員会およびグループ各行の取締役
会に対しても定期的に報告する等、リスク管理態勢の強化
に努めています。

■ 金利リスクに関する事項
　当社グループおよびグループ各行では、トレーディング
取引等を含む全ての金利感応資産・負債の金利リスクの水
準をモニタリングする一環としてΔEVE（注1）およびΔNII（注2）

を月次で計測しています。ΔEVEおよびΔNIIの計測対象範
囲は、当社およびグループ各行とし、グループ関連会社に
ついては重要性を踏まえて判断しています。
　リスク管理部門は、自己資本に対するΔEVEの比率に加
え、VaRおよび10BPV等の金利リスクに関する指標を計測
し、グループリスク管理委員会およびグループ各行のALM
委員会に月次で報告しています。また、VaRおよび10BPV
については、アラーム・ポイントを設定した上でモニタリング

を行うなど、金利リスクを適切に管理しています。
　また、自己資本の充実度評価やストレステストの実施にあ
たり、過去の金利上昇やマクロ経済シナリオに基づく金利
変動による影響等を定期的に検討しています。
　なお、金利リスクを削減する方法としては、有価証券の売
却、金利スワップ、債券先物取引等があり、ヘッジ会計の適
用要件を充足する取引については、ヘッジ会計を適用して
います。
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■ リスク管理の方針およびリスク特性の概要、体制の整備およびその運用状況の概要

証券化エクスポージャー

■ 証券化取引に関する会計方針
　当社グループは、「金融商品会計に関する実務指針」等に則り、適正な会計処理を行っています。

■自己資本比率計算における信用リスク・アセット額の算出に使用する方式の名称
　投資家となっている証券化取引については「外部格付準拠方式」及び「標準的手法準拠方式」により信用リスク・アセット額を
算出しています。

　当社グループは、投資家として証券化商品への投資を
行っています。なお、オリジネーターとしての証券化エクス
ポージャーはありません。
　投資家としての証券化取引は、証券化商品を保有するこ
とにより、信用リスク、市場リスクおよび一定の環境の下で
売却が困難になるなどの流動性リスク（市場流動性リスク）
を有していますが、当社グループではこれらのリスクを次の
とおり管理しています。
　まず、証券化商品への投資を行う際の投資基準として、
他の商品との合算または必要に応じて商品単位で信用リス
ク、市場リスクおよび市場流動性リスクといった特性を踏ま
えて投資限度枠等を定めた「市場取引運用基準」や、投資で
きる証券化商品の種類や投資対象の内部格付の下限等の
投資条件を定めた「投資要領」等を制定し、これらの基準の
範囲内で投資を行っています。
　次に証券化取引では、信用リスクを資産の保有者（オリジ
ネーター）から切り離すことを目的にさまざまな仕組み（スト

ラクチャー）が組み込まれているため、個々の投資に際して
は、「仕組みの分析」、「裏付資産の分析」および「補完機能の
確認」等を含め、取引に内在する諸リスクを適切に把握・評
価した上で、担当役員等の決定を受けて取り組んでいます。
なお、再証券化取引については、原則として当面の間、取り
組まない方針です。
　取り組み後についても、フロントおよびミドル部門が、証
券化エクスポージャーの構造上の特性を把握し、証券化エ
クスポージャーやその裏付資産について、包括的なリスク特
性やパフォーマンスに係る情報を適時かつ継続的に把握す
るための体制を整備しています。また、定期的に格付変動の
有無や時価の変動状況、トリガー条項（含む償還方法の変
更）や誓約事項（コベナンツ）への抵触状況、裏付資産の状
況および商品の市場流動性の状況といった諸リスクをモニ
タリングし、定期的にまたは必要に応じてALM委員会等に
報告するなど、適切なリスク管理態勢を整備しています。

■ 自己資本比率計算におけるCVAリスク相当額の算出に使用する手法

CVAリスク管理

　当社グループでは、店頭デリバティブ取引における、金利スワップ、通貨スワップ、クーポンスワップ、先物為替、通貨オプ
ション、CDS等をCVAの算定対象取引としており、全ての対象取引について「限定的なBA‐CVA」によりCVAリスク相当額
を算出しています。

■ CVAリスクの特性およびCVAに関するリスク管理体制の概要
　CVAは、クレジット・スプレッドその他の指標の市場変動により変動するリスクを有しています。
　CVAに関するリスクについては、統合的リスク管理におけるリスク資本配賦制度や自己資本充実度の検証の一環として
のストレス・テストへ反映させること等を通じて管理の高度化に努めています。
　また、リスクアペタイト方針において、CVAを考慮したプライシングにより、十分な採算の確保に努めることを掲げる等、
適切な運用によりリスクの低減を図っています。なお、CVAを通じたP/Lへの影響は限定的であるため、ヘッジは現状行って
おらず、当面行う予定もありません。

■ 当社グループの市場リスク管理

■ グループ各行の市場リスク管理

市場リスク管理

（注）VaRは、一定の確率のもとで発生し得る予想最大損失額を表しています。

（注）10BPVは、金利が0.1％変動した場合の評価損益変動額を表しています。

（注1）ΔEVEとは、金利ショックを与えた場合の経済価値の減少額を表しています。
（注2）ΔNIIとは、金利ショックを与えた場合の算出基準日から12カ月を経過する

日までの間の期間収益の減少額を表しています。

　当社グループでは、市場リスクを「金利、為替および株式
等のさまざまな市場のリスク・ファクターの変動により、
資産・負債（オフバランスを含む）の価値が変動し損失を被
るリスク、資産・負債から生み出される収益が変動し損失を

被るリスク」と定義しています。
　当社グループの市場リスクは、以下のように統括して管
理しています。

　当社グループでは、取締役会が市場リスク管理にかかる
基本方針を制定しています。この基本方針を踏まえ、グルー
プリスク管理委員会においてALM運営を含めた市場リスク
の管理方針を決定し、施策の実施状況およびリスクの状況
に関するモニタリングを通じて、グループ全体のリスクを
コントロールする体制としています。
　また、当社のリスク管理部門は、グループ各行の市場リス
ク管理部門からの報告に基づき、グループ全体の市場リス
クおよび市場リスク管理の状況を把握・分析し、グループ各

行の市場リスク管理部門へのリスク管理態勢にかかる助言、
取締役会等に対する定期報告を実施する体制としています。
　具体的には、グループ各行のリスク・プロファイルを勘案
して配賦したリスク資本と整合させて設定した各種リスク
限度枠の運用状況をモニタリングするなどして、市場リスク
を管理しています。このリスク限度枠の設定については、ト
レーディング部門、バンキング部門ともVaR（注）を共通の尺
度としています。

　グループ各行の取締役会は、当社が定めた「市場リスク
管理方針」を踏まえた基本方針および具体的管理方法を定
めた管理規則を制定し、行内の関連部署に周知させ遵守す
る態勢を整えています。
　グループ各行では、ALM委員会においてマーケット環境
の変化に対する機動的かつ具体的な対応策を協議し、グ
ループリスク管理委員会に諮ります。
　グループ各行のリスク限度枠等については、当社から配賦
されたリスク資本額やその他市場リスク管理に必要な限度
枠を常務会等で設定し、半期に一度、見直しを行っています。
　市場取引にかかる組織は、市場取引部門（フロント・オフィ

ス）、リスク管理部門（ミドル・オフィス）、事務管理部門（バッ
ク・オフィス）の3部門を明確に分離することで、相互牽制の
徹底を図っています。
　リスク管理部門は、VaRや10BPV（ベーシス・ポイント・バ
リュー）（注）を用いたリスクの計測および規程の遵守状況の
モニタリングを行い、当社のリスク管理部門、グループ各行
のリスク管理部門担当役員に対しトレーディング取引およ
びバンキング取引の状況について月次で報告するとともに、
グループリスク管理委員会およびグループ各行の取締役
会に対しても定期的に報告する等、リスク管理態勢の強化
に努めています。

■ 金利リスクに関する事項
　当社グループおよびグループ各行では、トレーディング
取引等を含む全ての金利感応資産・負債の金利リスクの水
準をモニタリングする一環としてΔEVE（注1）およびΔNII（注2）

を月次で計測しています。ΔEVEおよびΔNIIの計測対象範
囲は、当社およびグループ各行とし、グループ関連会社に
ついては重要性を踏まえて判断しています。
　リスク管理部門は、自己資本に対するΔEVEの比率に加
え、VaRおよび10BPV等の金利リスクに関する指標を計測
し、グループリスク管理委員会およびグループ各行のALM
委員会に月次で報告しています。また、VaRおよび10BPV
については、アラーム・ポイントを設定した上でモニタリング

を行うなど、金利リスクを適切に管理しています。
　また、自己資本の充実度評価やストレステストの実施にあ
たり、過去の金利上昇やマクロ経済シナリオに基づく金利
変動による影響等を定期的に検討しています。
　なお、金利リスクを削減する方法としては、有価証券の売
却、金利スワップ、債券先物取引等があり、ヘッジ会計の適
用要件を充足する取引については、ヘッジ会計を適用して
います。
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■ リスク管理の方針および手続の概要

出資等または株式等エクスポージャーに関するリスク管理

　当社グループでは、投資目的に応じて、純投資と政策投
資に区分しており、純投資については他の市場取引と同様
に市場リスクを管理する態勢を構築しています。
　政策投資については政策投資に関する基本方針に基づ
き、お取引先の株式等を保有しており、購入・管理・売却・報
告等について適切なリスク管理を行っています。購入につ
いては、投資先の成長性、取引状況、公共的位置づけ等、総
合的な観点から投資の可否を判断しています。管理につい
ては、投資先の取引状況および業態管理を行い、継続保有
あるいは売却について協議、決定しています。報告態勢とし
ては、株価下落率の高い銘柄の報告に加え、購入および売

却銘柄について四半期ごとにグループリスク管理委員会に
報告しています。なお、購入および売却時は、投資先に関す
るインサイダー情報の有無確認等の法令遵守を徹底してい
ます。
　また、価格変動リスクについては、月次でグループリスク
管理委員会に報告し、リスク量が配賦リスク資本額内に収
まっているかモニタリングしています。
　なお、不動産投資法人への出資およびこれに類する出資
のリスク・ウェイトの判定は、出資等または株式等エクスポー
ジャーと同様の取り扱いとしています。

流動性リスク管理

■ 当社グループの流動性リスク管理

■ グループ各行の流動性リスク管理

　当社グループでは、流動性リスクを「運用と調達の期間の
ミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確保
が困難になる、または通常よりも著しく高い金利での資金
調達を余儀なくされることにより損失を被るリスク（資金繰
りリスク）および市場の混乱等により市場において取引が

できなかったり、通常よりも著しく不利な価格での取引を余
儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流動性リス
ク）」と定義しています。
　当社グループの流動性リスクは、当社が以下のように統
括して管理しています。

　当社グループでは、流動性リスクの軽視が経営破綻や、
ひいては金融機関全体の連鎖的破綻（システミック・リスク）
の顕在化につながりかねない重要なリスクであるとの認識
のもと、取締役会が流動性リスク管理にかかる基本方針を
制定しています。この基本方針を踏まえ、グループ各行の
ALM委員会での協議を経て、グループリスク管理委員会に
おいて流動性リスクの管理方針を決定し、施策の実施状況
およびリスクの状況のモニタリングを通じて、グループ全体
のリスクをコントロールする体制としています。
　また、当社のリスク管理部門は、グループ各行の流動性

リスク管理部門からの報告に基づき、当社グループの流動
性リスクおよび流動性リスク管理の状況を把握・分析し、
グループ各行の流動性リスク管理部門へのリスク管理態勢
にかかる助言、取締役会等に対する定期報告を実施する体
制としています。
　具体的には、グループ各行のリスク・プロファイルを勘案し
て、グループ各行において資金繰りの状況に応じた管理区
分および管理区分に応じた対応方法等の制定および資金繰
りにかかる各種リスク限度枠を設定し、管理を行っています。

　グループ各行の取締役会は、当社が定めた「流動性リス
ク管理方針」を踏まえた基本方針、具体的管理方法を定め
た管理規則および流動性危機時の対応方針を定めた規則
を制定し、グループ各行ではこれらに則り流動性リスク管理
を行っています。
　グループ各行では、ALM委員会においてマーケット環境
の変化に対する機動的かつ具体的な対応策を協議し、グ
ループリスク管理委員会に諮ります。
　グループ各行のリスク限度枠等については、リスク・プロ
ファイルに応じて資金繰りリミットや担保差入限度額等を常
務会等で設定し、半期に一度、見直しを行っています。
　グループ各行の資金繰りの状況について、状況に応じた
管理区分（平常時、懸念時、危機時等）および状況に応じた

対応方針を定め、資金繰り管理部門が月次で管理区分を判
断し、グループリスク管理委員会で必要に応じて対応方針
を協議する体制としています。
　流動性リスクにかかる組織は、資金繰り管理部門、リスク
管理部門、内部監査部門の3部門を明確に分離することで、
相互牽制の徹底を図っています。
　リスク管理部門は、規程の遵守状況のモニタリング等を
行い、当社のリスク管理部門、グループ各行のリスク管理部
門担当役員に対し流動性リスクおよびリスク管理の状況に
ついて月次で報告するとともに、グループリスク管理委員
会およびグループ各行の取締役会に対しても定期的に報
告する等、リスク管理態勢の強化に努めています。
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■ リスク管理の方針および手続の概要

出資等または株式等エクスポージャーに関するリスク管理

　当社グループでは、投資目的に応じて、純投資と政策投
資に区分しており、純投資については他の市場取引と同様
に市場リスクを管理する態勢を構築しています。
　政策投資については政策投資に関する基本方針に基づ
き、お取引先の株式等を保有しており、購入・管理・売却・報
告等について適切なリスク管理を行っています。購入につ
いては、投資先の成長性、取引状況、公共的位置づけ等、総
合的な観点から投資の可否を判断しています。管理につい
ては、投資先の取引状況および業態管理を行い、継続保有
あるいは売却について協議、決定しています。報告態勢とし
ては、株価下落率の高い銘柄の報告に加え、購入および売

却銘柄について四半期ごとにグループリスク管理委員会に
報告しています。なお、購入および売却時は、投資先に関す
るインサイダー情報の有無確認等の法令遵守を徹底してい
ます。
　また、価格変動リスクについては、月次でグループリスク
管理委員会に報告し、リスク量が配賦リスク資本額内に収
まっているかモニタリングしています。
　なお、不動産投資法人への出資およびこれに類する出資
のリスク・ウェイトの判定は、出資等または株式等エクスポー
ジャーと同様の取り扱いとしています。

流動性リスク管理

■ 当社グループの流動性リスク管理

■ グループ各行の流動性リスク管理

　当社グループでは、流動性リスクを「運用と調達の期間の
ミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確保
が困難になる、または通常よりも著しく高い金利での資金
調達を余儀なくされることにより損失を被るリスク（資金繰
りリスク）および市場の混乱等により市場において取引が

できなかったり、通常よりも著しく不利な価格での取引を余
儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流動性リス
ク）」と定義しています。
　当社グループの流動性リスクは、当社が以下のように統
括して管理しています。

　当社グループでは、流動性リスクの軽視が経営破綻や、
ひいては金融機関全体の連鎖的破綻（システミック・リスク）
の顕在化につながりかねない重要なリスクであるとの認識
のもと、取締役会が流動性リスク管理にかかる基本方針を
制定しています。この基本方針を踏まえ、グループ各行の
ALM委員会での協議を経て、グループリスク管理委員会に
おいて流動性リスクの管理方針を決定し、施策の実施状況
およびリスクの状況のモニタリングを通じて、グループ全体
のリスクをコントロールする体制としています。
　また、当社のリスク管理部門は、グループ各行の流動性

リスク管理部門からの報告に基づき、当社グループの流動
性リスクおよび流動性リスク管理の状況を把握・分析し、
グループ各行の流動性リスク管理部門へのリスク管理態勢
にかかる助言、取締役会等に対する定期報告を実施する体
制としています。
　具体的には、グループ各行のリスク・プロファイルを勘案し
て、グループ各行において資金繰りの状況に応じた管理区
分および管理区分に応じた対応方法等の制定および資金繰
りにかかる各種リスク限度枠を設定し、管理を行っています。

　グループ各行の取締役会は、当社が定めた「流動性リス
ク管理方針」を踏まえた基本方針、具体的管理方法を定め
た管理規則および流動性危機時の対応方針を定めた規則
を制定し、グループ各行ではこれらに則り流動性リスク管理
を行っています。
　グループ各行では、ALM委員会においてマーケット環境
の変化に対する機動的かつ具体的な対応策を協議し、グ
ループリスク管理委員会に諮ります。
　グループ各行のリスク限度枠等については、リスク・プロ
ファイルに応じて資金繰りリミットや担保差入限度額等を常
務会等で設定し、半期に一度、見直しを行っています。
　グループ各行の資金繰りの状況について、状況に応じた
管理区分（平常時、懸念時、危機時等）および状況に応じた

対応方針を定め、資金繰り管理部門が月次で管理区分を判
断し、グループリスク管理委員会で必要に応じて対応方針
を協議する体制としています。
　流動性リスクにかかる組織は、資金繰り管理部門、リスク
管理部門、内部監査部門の3部門を明確に分離することで、
相互牽制の徹底を図っています。
　リスク管理部門は、規程の遵守状況のモニタリング等を
行い、当社のリスク管理部門、グループ各行のリスク管理部
門担当役員に対し流動性リスクおよびリスク管理の状況に
ついて月次で報告するとともに、グループリスク管理委員
会およびグループ各行の取締役会に対しても定期的に報
告する等、リスク管理態勢の強化に努めています。
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オペレーショナル・リスク管理

■ 当社グループのオペレーショナル・リスク管理体制

指示

報告

報告

監査

取 締 役 会 等

オペレーショナル・リスク管理部門

業務実施部門

基本方針の策定・
指示・モニタリング報告・協議
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モニタリング
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）

内
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査
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門
（

監

査

部

）

①オペリスク管理プログラムの協議
②オペリスク管理状況のモニタリング

グループ経営会議 グループリスク管理委員会（オペレーショナル・リスク管理委員会）

取締役会

オペレーショナル・リスク
　管理部門の担当役員

オペレーショナル・リスク
　　 管理統括部署
　  （リスク統括部）

労務
リスク

オペレーショナル・リスク管理主管部署

有形資産
リスク

システム
リスク

事務
リスク

法務
リスク

風評
リスク

本部各部・室

子会社

　オペレーショナル・リスクとは、当社グループの業務にお
いて内部プロセスの不備や役職員のミス、システムの不具
合、または災害等の外的要因により損失が発生するリスク
をいい、システムリスク・事務リスク・有形資産リスク・労務リ
スク・法務リスク・風評リスクに分類して管理しています。
　ビジネス領域の拡大・デジタル化の進展による商品や取
扱業務の多様化、サイバーセキュリティや情報管理等の重
要性の高まり、自然災害の多発等、当社グループを取り巻く
経営環境の急激な変化に対応し、予防的なリスク管理態勢
を構築するためにも、オペレーショナル・リスク管理の重要
性は、ますます高まっています。
　当社グループでは、取締役会において、オペレーショナ
ル・リスクを適切に管理するための組織体制および仕組を

整備し、リスク顕現化の未然防止と発生時の影響を極小化
するための基本事項を定めた「オペレーショナル・リスク管
理規則」や、年度ごとに優先的に取り組むべき事項を定めた
「オペレーショナル・リスク管理プログラム」を制定し、オペ
レーショナル・リスクを総合的に管理しています。
　さらに、オペレーショナル・リスクを適切に特定・評価・把
握・管理・削減するために、顕現化したリスクに関しては損失
情報を収集・分析し、潜在的なリスクに関してはリスク・コン
トロールセルフアセスメント（RCSA⇒リスクとコントロール
の有効性に関する自己評価）等により、適切な対応策を実
施するとともに、取締役会やオペレーショナル・リスク管理委
員会を通して適時・適切なモニタリング・コントロールを実施
しています。

オペレーショナル・リスク管理
①オペリスク管理プログラムの策定・実施
②顕現化したオペリスク
　 ⇒損失情報の収集・分析による
　　 改善策の実施
③潜在的なオペリスク
　 ⇒リスクの洗い出しと改善策の実施
④オペリスク関連情報の収集・分析
⑤日常的なオペリスク管理

子会社

■ 事務リスク

■ 有形資産リスク

■ システムリスク

　事務リスクとは、当社グループの役職員が正確な事務を
怠ったり、不正を起こしたりすることによって、経済面あるい
は信用面の損失を被るリスクをいいます。
　当社グループでは、全ての業務に事務リスクが内在する
との認識のもと、取締役会において、事務リスクの適切な管
理とコントロールを実現していくための基本事項を定めた
「事務リスク管理規則」や、年度ごとに優先的に取り組むべ
き事項を定めた「事務リスク管理プログラム」を制定し、事
務リスクの総合的な管理を行っています。

　また、事務に内在するリスクやコントロールの分析・評価
を行い、潜在的な事務リスクへの対策を講じるとともに、顕
現化した事務リスクについては幅広く情報の収集・分析を
行い、事務ミス・事務事故の再発防止に努めています。
　このほか、グループ各行では、ますます多様化・複雑化する業
務に適切に対処していくため、業務のシステム化や集中化を推
し進めるとともに、研修施設での集合研修やオンライン研修、
臨店指導を通じて役職員の事務レベル向上に取り組むなど、
事務リスク低減に向けたさまざまな取り組みを行っています。 

　システムリスクとは、当社グループのコンピューターシス
テムの停止、誤作動、不正利用により損失が発生するリスク
をいいます。
　当社グループでは、進化し続けるICT（情報通信技術）の
動向を的確に捉えながら、グループ全体のサービス品質の
向上、業務の効率化、システムの安全稼働等を最優先の課
題とし、取締役会において、情報資産を適切に保護し管理
するための基本方針を定めた「セキュリティポリシー」、シス
テムリスクに関し適切な管理とコントロールを実現していく
ための基本事項を定めた「システムリスク管理規則」や、年
度ごとに優先的に取り組むべき事項を定めた「システムリス
ク管理プログラム」を制定し、システムリスクを総合的に管
理しています。 
　グループ各行では、システムの安全稼働に万全を期すた
めに、コンピューターセンターと営業店・ATM等を結ぶ通信
回線や預貸金情報を蓄積している元帳データ等の二重化、
情報の暗号化および不正アクセス・情報漏洩を防止するシ
ステムを導入しています。
　また、地震等の大規模災害等、不測の事態に備えて、グ
ループ各行ともメインセンター・バックアップセンターの2拠
点でシステムを運営する体制としており、業務継続計画

（BCP）に基づく訓練を定期的に実施することで、不測の事
態が発生した場合においても継続して金融サービスが提供
できる態勢を整備しています。
　急速に高度化・巧妙化しているサイバー攻撃リスクに対
応するため、当社ではIT部門にサイバーセキュリティ専担組
織「サイバーセキュリティ対策グループ」を設置し、セキュリ
ティベンダや外部機関からサイバー攻撃手法の動向や脆弱
性といったセキュリティ関連情報を収集・集約し一元的な対
策状況の管理を実施しています。また、サイバーセキュリティ
対策グループを事務局として「FFG情報セキュリティ部会
（FFG-CSIRT）（注）」を運営し、サイバー攻撃発生時はシーム
レスな業務間連携による初動対応、平時はセキュリティ情報
の共有や非常時訓練等を定期的に実施しています。なお、
実行性を高める活動などについて、上位組織である「グ
ループIT特別委員会」において、年次で経営陣に状況を報
告しています。
　テレワーク環境の利用においては、社外から社内システ
ムへ安全に接続するためのセキュリティを担保しながら、業
務継続態勢の構築に取り組んでいます。
（注） CSIRT（Computer Security Incident Response Team）
　　…サイバーセキュリティ事案の迅速な対応を目的とした組織

　有形資産リスクとは、当社グループにおいて事故、災害、
犯罪または資産管理の瑕疵等の結果、有形資産の毀損によ
り損失が発生するリスクをいいます。
　当社グループでは、自然災害や外部からの脅威等の増加
により有形資産が毀損するリスクが増加しているとの認識
のもと、取締役会において、有形資産リスクに関し適切な管
理とコントロールを実現していくための基本事項を定めた

「有形資産リスク管理規則」や、年度ごとに優先的に取り組
むべき事項を定めた「有形資産リスク管理プログラム」を制
定し、有形資産リスクを総合的に管理するとともに軽減する
ための適切な方策を講じています。
　なお、グループ各行においては、バリアフリーの充実など
お客さまへのサービス拡充のため、引き続き店舗建替え・改
修工事を計画的に進めています。
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指示

報告
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指示

報告

報告

監査

オペレーショナル・リスク管理

■ 当社グループのオペレーショナル・リスク管理体制

指示

報告

報告

監査

取 締 役 会 等

オペレーショナル・リスク管理部門

業務実施部門

基本方針の策定・
指示・モニタリング報告・協議

報告 指示・
モニタリング
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部
）

内

部
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査
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門
（

監

査

部

）

①オペリスク管理プログラムの協議
②オペリスク管理状況のモニタリング

グループ経営会議 グループリスク管理委員会（オペレーショナル・リスク管理委員会）

取締役会

オペレーショナル・リスク
　管理部門の担当役員

オペレーショナル・リスク
　　 管理統括部署
　  （リスク統括部）

労務
リスク

オペレーショナル・リスク管理主管部署

有形資産
リスク

システム
リスク

事務
リスク

法務
リスク

風評
リスク

本部各部・室

子会社

　オペレーショナル・リスクとは、当社グループの業務にお
いて内部プロセスの不備や役職員のミス、システムの不具
合、または災害等の外的要因により損失が発生するリスク
をいい、システムリスク・事務リスク・有形資産リスク・労務リ
スク・法務リスク・風評リスクに分類して管理しています。
　ビジネス領域の拡大・デジタル化の進展による商品や取
扱業務の多様化、サイバーセキュリティや情報管理等の重
要性の高まり、自然災害の多発等、当社グループを取り巻く
経営環境の急激な変化に対応し、予防的なリスク管理態勢
を構築するためにも、オペレーショナル・リスク管理の重要
性は、ますます高まっています。
　当社グループでは、取締役会において、オペレーショナ
ル・リスクを適切に管理するための組織体制および仕組を

整備し、リスク顕現化の未然防止と発生時の影響を極小化
するための基本事項を定めた「オペレーショナル・リスク管
理規則」や、年度ごとに優先的に取り組むべき事項を定めた
「オペレーショナル・リスク管理プログラム」を制定し、オペ
レーショナル・リスクを総合的に管理しています。
　さらに、オペレーショナル・リスクを適切に特定・評価・把
握・管理・削減するために、顕現化したリスクに関しては損失
情報を収集・分析し、潜在的なリスクに関してはリスク・コン
トロールセルフアセスメント（RCSA⇒リスクとコントロール
の有効性に関する自己評価）等により、適切な対応策を実
施するとともに、取締役会やオペレーショナル・リスク管理委
員会を通して適時・適切なモニタリング・コントロールを実施
しています。

オペレーショナル・リスク管理
①オペリスク管理プログラムの策定・実施
②顕現化したオペリスク
　 ⇒損失情報の収集・分析による
　　 改善策の実施
③潜在的なオペリスク
　 ⇒リスクの洗い出しと改善策の実施
④オペリスク関連情報の収集・分析
⑤日常的なオペリスク管理

子会社

■ 事務リスク

■ 有形資産リスク

■ システムリスク

　事務リスクとは、当社グループの役職員が正確な事務を
怠ったり、不正を起こしたりすることによって、経済面あるい
は信用面の損失を被るリスクをいいます。
　当社グループでは、全ての業務に事務リスクが内在する
との認識のもと、取締役会において、事務リスクの適切な管
理とコントロールを実現していくための基本事項を定めた
「事務リスク管理規則」や、年度ごとに優先的に取り組むべ
き事項を定めた「事務リスク管理プログラム」を制定し、事
務リスクの総合的な管理を行っています。

　また、事務に内在するリスクやコントロールの分析・評価
を行い、潜在的な事務リスクへの対策を講じるとともに、顕
現化した事務リスクについては幅広く情報の収集・分析を
行い、事務ミス・事務事故の再発防止に努めています。
　このほか、グループ各行では、ますます多様化・複雑化する業
務に適切に対処していくため、業務のシステム化や集中化を推
し進めるとともに、研修施設での集合研修やオンライン研修、
臨店指導を通じて役職員の事務レベル向上に取り組むなど、
事務リスク低減に向けたさまざまな取り組みを行っています。 

　システムリスクとは、当社グループのコンピューターシス
テムの停止、誤作動、不正利用により損失が発生するリスク
をいいます。
　当社グループでは、進化し続けるICT（情報通信技術）の
動向を的確に捉えながら、グループ全体のサービス品質の
向上、業務の効率化、システムの安全稼働等を最優先の課
題とし、取締役会において、情報資産を適切に保護し管理
するための基本方針を定めた「セキュリティポリシー」、シス
テムリスクに関し適切な管理とコントロールを実現していく
ための基本事項を定めた「システムリスク管理規則」や、年
度ごとに優先的に取り組むべき事項を定めた「システムリス
ク管理プログラム」を制定し、システムリスクを総合的に管
理しています。 
　グループ各行では、システムの安全稼働に万全を期すた
めに、コンピューターセンターと営業店・ATM等を結ぶ通信
回線や預貸金情報を蓄積している元帳データ等の二重化、
情報の暗号化および不正アクセス・情報漏洩を防止するシ
ステムを導入しています。
　また、地震等の大規模災害等、不測の事態に備えて、グ
ループ各行ともメインセンター・バックアップセンターの2拠
点でシステムを運営する体制としており、業務継続計画

（BCP）に基づく訓練を定期的に実施することで、不測の事
態が発生した場合においても継続して金融サービスが提供
できる態勢を整備しています。
　急速に高度化・巧妙化しているサイバー攻撃リスクに対
応するため、当社ではIT部門にサイバーセキュリティ専担組
織「サイバーセキュリティ対策グループ」を設置し、セキュリ
ティベンダや外部機関からサイバー攻撃手法の動向や脆弱
性といったセキュリティ関連情報を収集・集約し一元的な対
策状況の管理を実施しています。また、サイバーセキュリティ
対策グループを事務局として「FFG情報セキュリティ部会
（FFG-CSIRT）（注）」を運営し、サイバー攻撃発生時はシーム
レスな業務間連携による初動対応、平時はセキュリティ情報
の共有や非常時訓練等を定期的に実施しています。なお、
実行性を高める活動などについて、上位組織である「グ
ループIT特別委員会」において、年次で経営陣に状況を報
告しています。
　テレワーク環境の利用においては、社外から社内システ
ムへ安全に接続するためのセキュリティを担保しながら、業
務継続態勢の構築に取り組んでいます。
（注） CSIRT（Computer Security Incident Response Team）
　　…サイバーセキュリティ事案の迅速な対応を目的とした組織

　有形資産リスクとは、当社グループにおいて事故、災害、
犯罪または資産管理の瑕疵等の結果、有形資産の毀損によ
り損失が発生するリスクをいいます。
　当社グループでは、自然災害や外部からの脅威等の増加
により有形資産が毀損するリスクが増加しているとの認識
のもと、取締役会において、有形資産リスクに関し適切な管
理とコントロールを実現していくための基本事項を定めた

「有形資産リスク管理規則」や、年度ごとに優先的に取り組
むべき事項を定めた「有形資産リスク管理プログラム」を制
定し、有形資産リスクを総合的に管理するとともに軽減する
ための適切な方策を講じています。
　なお、グループ各行においては、バリアフリーの充実など
お客さまへのサービス拡充のため、引き続き店舗建替え・改
修工事を計画的に進めています。
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リスク管理への取り組み

■ 労務リスク

■ 風評リスク

■ 法務リスク

　労務リスクとは、当社グループの労務慣行（役職員の人
事処遇や勤務管理上の問題等）および職場の安全衛生環
境上の問題により損失が発生するリスク、並びに役職員の
不法行為により使用者責任を問われるリスクをいいます。
　当社グループでは、労務リスクは重要なオペレーショナ
ル・リスクの一つであるとの認識のもと、取締役会において、
労務リスクに関し適切な管理とコントロールを実現していく

ための基本事項を定めた「労務リスク管理規則」や、年度
ごとに優先的に取り組むべき事項を定めた「労務リスク管
理プログラム」を制定し、労務リスクを総合的に管理すると
ともに軽減するための適切な方策を講じています。
　また、人権啓発に関する研修を定期的に実施するととも
に、外部の人権啓発行事への積極的な参加により、グルー
プ役職員の人権に関する意識向上に取り組んでいます。

　法務リスクとは、当社グループが法令や契約等に違反
すること、不適切な契約を締結すること、その他の法的原因
により損失を被るリスクをいいます。
　当社グループでは、事務リスクと同様に全ての業務に法務
リスクが内在するとの認識のもと、取締役会において、法務
リスクに関し適切な管理とコントロールを実現していくため
の基本事項を定めた「法務リスク管理規則」や、年度ごとに
優先的に取り組むべき事項を定めた「法務リスク管理プロ

グラム」を制定し、法務リスクを総合的に管理しています。
　さらに、協議・報告を通して、法務リスク管理態勢に必要
な指導・助言を行うとともに、法務リスクに関連する情報を
一元管理し、法務リスク管理態勢の強化に努めています。
　なお、法務リスクに関連する情報を日常的に収集・把握
することを通して、法務リスク管理態勢の充実と強化に取り
組んでいます。

　風評リスクとは、マーケット等において、噂や憶測といっ
た曖昧な情報や、事件事故等の発生に伴う風評から当社
グループの評判が悪化すること等により、直接、間接を問
わず損失を被るリスクをいいます。
　当社グループでは、取締役会において、風評リスクに関
する基本事項を定めた「風評リスク管理規則」を制定し、風
評リスクの管理に取り組んでいます。また、緊急を要する
風評リスクが顕現化した場合には、危機管理部署で構成

する総合対策本部の指示のもと、迅速かつ適切に、事態の
収拾・沈静化を図り、影響を最小限に止めるよう努めてい
ます。
　さらに、グループ各行との協議・報告を通して、風評リス
ク管理態勢に必要な指導・助言を行うとともに、風評リスク
に関するモニタリング等により、関連情報の収集を行うこ
とで、風評リスク管理態勢の強化に取り組んでいます。

オペレーショナル・リスク管理
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主な取り扱い業務

普通預金
貯蓄預金
別段預金
貸付
有価証券投資業務
内国為替業務
有価証券の貸付

●みんなの銀行についての詳細は、ホームページをご覧ください。
https://www.minna-no-ginko.com/

福岡県

事業所一覧（みんなの銀行）

本店（福岡オフィス）〒810-0002 福岡市中央区西中洲6-27

福岡県外
東 京 オ フ ィ ス 〒104-0028 東京都中央区八重洲2-8-7

その他
ハーバーブリッジ支店
ブルックリンブリッジ支店
レインボーブリッジ支店
ポンヌフ支店
タワーブリッジ支店
ポンテベッキオ支店
ゴールデンゲートブリッジ支店
ピクシブ支店
テンプスタッフ支店
イグニカ支店

※当行は、スマートフォンで完結する個人向け金融サービスを提供しており、上記事業所、支店での窓口業務の取扱いは行っておりません。お客さまから
　のお問合せにつきましては、当行コンタクトセンターにて承っております。
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